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平成２３年第４回竹原市議会定例会会議録 

 

平成２３年１２月１５日開議 

  （平成２３年１２月１５日） 

        

議席順 氏     名 出  欠 

１ 山  元  経  穂 出 席 

２ 高  重  洋  介 出 席 

３ 井  上  美 津 子 出 席 
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１１ 松  本     進 出 席 

１２ 吉  田     基 出 席 
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説明のため議場に出席した者は、下記のとおりである 
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付議事件は下記のとおりである        

 日程第３ 一般質問 

 日程第４ 議案第４７号 財産の無償貸付けについて 

 日程第５ 議案第４８号 道の駅たけはらの指定管理者の指定について 

 日程第６ 議案第４９号 市道路線の認定について 

 日程第７ 議案第５０号 竹原市暴力団排除条例案 
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              午前１０時００分 開議 

議長（脇本茂紀君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これより本日

の会議を開きます。 

 きのうに引き続き一般質問を行います。 

 質問順位７番、道法知江さんの登壇を許します。 

６番（道法知江君） おはようございます。 

 ただいま議長より登壇の指示をいただきましたので、通告に従いまして一般質問を行っ

てまいりたいと思います。公明党の道法知江です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 第１、防災体制の強化。 

 （１）地域防災拠点としての学校の機能。 

 東日本大震災では、学校が地域住民の応急避難場所としての役割を発揮したことから、

あらかじめ避難場所としての機能を強化、整備しておく必要があると考えます。 

 震災では、体育館の天井材や照明が落下し、けがをする児童・生徒が出ました。柱や床

などの構造部分に比べ、天井、照明器具、内外装、窓ガラスなどの非構造部分の耐震化な

ど、学校施設の安全性は大丈夫でしょうか。災害のとき、学校管理者として学校長は非常

に大きい役割があると思いますが、３・１１を教訓として防災教育はどのように進んでい

ますか。また、今後の計画をお聞かせください。 

 本市の教育委員会議では、３・１１東日本大震災による未曾有の災害を教訓とした本市

の問題点、課題の抽出、意見集約、改善要望はどのようなものがあるか教えてください。 

 （２）女性の視点から防災行政。 

 防災会議の委員に女性が登用されていますか。防災計画を作成する際、女性からの意見

を反映させましたか。防災担当課には女性職員はいますか。男女共同参画担当との協議、

調整の連携はありますか。計画されている避難所の整理、運営に女性の視点やニーズの把

握をまとめていますか。 

 ２点目について御質問をさせていただきます。 

 妊婦、出産における環境整備の推進。 

 （１）妊婦への助成。 

 尐子化に伴う課題の一つに、安心して子育てのできる環境の整備があります。それは、

おなかに生命が宿るところから始まります。妊婦健診４回であったところ、目標の１４回
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分の無料健診になり、若い夫婦にとって経済的な負担軽減が図られ、出生率低下に歯どめ

がかかる要因になりました。 

 しかし、本市においては平成２０年より市内での分娩ができなくなって３年が経過しま

す。この間に、担当部局ではどのような支援策を検討されてこられたかお聞きいたしま

す。健診のために他市へ通うための交通費支給やお祝い金のような形で支援ができないか

提案をさせていただきましたが、既に３年が経過しています。その後、どのような協議を

されてきたのかお聞かせください。 

 厚生労働省概算請求予算における出産一時金補助金も平成２３年度出産分で国庫補助を

廃止となっていますが、現在支給の４２万円は継続できるのか。また、妊婦健診１４回分

も恒久的に継続と考えてよいのかお伺いいたします。 

 （２）不妊、不育治療についてお伺いいたします。 

 どれほど努力しても願いがかなわないと知ったとき、人はその後の人生をどう選択する

のでしょう。晩婚化や環境ホルモン、ストレス社会の影響により、子が授からない現状が

起きています。厚生労働省が行った不妊治療を受けた患者の数は１９９９年の２８万人が

２００３年では４７万人と推計され、わずか４年で１．６倍強にふえました。 

 しかし、これは不妊治療に踏み切った人の数で、問題は治療に行くことなく、または行

けずに悩んでいる人はこの３倍とも言われています。高度生殖医療に保険は適用されない

ため、体外受精で１回当たり約３０万円から５０万円の費用はすべて自己負担です。患者

にとって精神的、肉体的負担はとてつもなく大きく、希望と絶望のはざまで押しつぶされ

そうになると聞いています。しかし、一部自治体が支援に乗り出し、助成金制度が開始さ

れたところもあります。 

 また、妊娠はするものの、流産、死産を繰り返す不育症があります。 

 ２００９年に厚生労働省がまとめた調査によると、妊娠経験がある人で流産したことの

ある方は４１％にも達しています。２回以上流産し、不育症と見られる方は約６．１％で

す。この不育症の治療のため、両親の染色体検査や子宮形態検査、ヘパリン注射などには

保険が適用されないケースが多く、患者の負担は通常より３０万円以上も多くなり、経済

負担が問題になっています。 

 しかし、不育治療の効果が高く、治療をした患者の８割近くが出産可能になっていま

す。第１子は何とか授かっても２人目以降が育たないケースも多く、多額な治療費を考え

ると２人目、２子目以降をあきらめなければならない状況もあります。子を授かりたいと
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いう命の要求に、本市はどのようにこたえるべきなのか。子を授かることが当たり前では

なくなってきた今の時代に、行政としての手だてを講じる支援体制を整えるべきだと思い

ます。安心して妊婦、出産を迎えられる新たな施策をどのようにお考えか、市長の御所見

をお伺いいたします。 

 以上、壇上において質問を終わらせていただきます。 

 なお、答弁によりましては、自席にて再質問を行ってまいりたいと思いますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） 順次答弁を願います。 

 市長、答弁。 

市長（小坂政司君） 道法議員の質問にお答えをいたします。１点目のうち、学校施設及

び教育に係る御質問については教育長がお答えをいたします。 

 まず、１点目のうち、女性の視点からの防災行政についての御質問でありますが、この

たびの東日本大震災のように自然災害はいつ起きるか予測が難しいだけでなく、起こった

場合は男女の区別なく、だれもが被害を受けます。特に、今回のような津波に対しては、

たとえ被災したとしても人命が失われないことを第一に、災害時の被害を最小化する減災

の考え方に基づき、災害に備えることが大切であると認識したところであります。 

 本市の防災会議につきましては、災害対策基本法の規定に基づき条例により定めてお

り、委員については本市を管轄する広島県の地方機関、竹原警察署、竹原消防署、竹原市

消防団、竹原地区医師会のほか、中国電力、ＪＲ西日本、ＮＴＴ西日本などの関係機関で

構成しているところでありますが、女性委員はいないのが現状であります。 

 なお、本市の防災を担当する総務課において、６名の職員中、消防防災事務嘱託員とし

て女性１名を配置する中で女性消防団や女性防火クラブなどと協力し、女性の視点から各

種消防防災にかかわる事業や広報活動に取り組んでいるところであります。 

 本市の地域防災計画につきましては、市内各地域並びに市民の生命、身体及び財産を災

害から保護するため、竹原市、広島県及び防災関係機関が処理すべき事務及び業務の大綱

を定め、災害予防、災害応急対策及び災害復旧などの防災対策全般にわたり必要な対策を

定めるものであります。東日本大震災を機に、男女双方の視点に配慮した防災対策の重要

性について注目されておりますが、本市においてもこの計画をもとに女性の視点やニーズ

にも配慮した防災対策を推進する必要があると考えております。 

 また、本市では、災害時に男女がともに支え合い、助け合える地域づくりや防災体制の
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確立を図ることが必要であるとの観点から、男女共同参画の視点に立った防災対策につい

て、現在策定している男女共同参画プランに反映させるよう連携して取り組んでまいりた

いと考えております。 

 次に、２点目の御質問についてでありますが、広島県内では出産年齢の高齢化や低出生

体重児の増加などハイリスクを伴う分娩が増加しています。一方、産科、産婦人科、新生

児医療を担う小児科医などは平成１０年に比べ減尐しており、医師１人当たりの分娩取扱

件数が増加し、勤務時間の長時間化が余儀なくされております。こうした過酷な勤務環境

が医師の心身の負担を増幅し、産科医、小児科医のさらなる減尐を導いていると言われて

おります。 

 本市では、平成２０年１０月から市内の医療機関において分娩の取り扱いが停止され、

妊娠８カ月までの妊婦健診はできますが、分娩については市外の医療機関によることとな

っています。そのため、市では妊婦が安心して市外の分娩施設を受診できるよう、三原

市、東広島市及び呉市の産科医会を訪問し、竹原市の妊婦の分娩受け入れなどについて依

頼を行うとともに、平成２１年１月より県内の市としては最も早期に妊婦健康診査補助券

を１４回に増加しました。また、母子健康手帳の交付時に近隣市町の産科医療機関の一覧

表を配布し、保健師による分娩などに関する相談の実施や赤ちゃん講座及び育児相談など

に助産師による相談体制の充実を行い、妊婦の不安の軽減に努めています。 

 また、産科、小児科など地域医療について、市民、医師会、行政が現状を把握し、とも

に望ましい地域医療のあり方について考え、行動していくことが必要となることから、平

成２１年１１月に竹原地域医療市民フォーラムを開催し、周産期を取り巻く状況や小児科

医の現状について、市民、医師会、行政の代表によるパネルディスカッションを実施し、

周知を図りました。このフォーラムを通し、産科、小児科を含めた地域医療について考え

る機会をふやし、市民の意識を高め、医師不足を加速させないよう地域全体で取り組んで

いく必要について一定の理解を得ることができたと考えております。 

 平成２２年度は、前年に実施した市民フォーラム参加者からの意見を参考に、子供の病

気や救急時の対応について、小児科医と消防署職員による実技を交えた講演を３回実施し

たほか、事前に乳幼児の保護者に夜間救急の利用状況や♯８０００の認知度及び利用状況

などをアンケート調査して講演内容に盛り込み、産科救急の対応についても周知を行いま

した。今後も継続した取り組みが必要であることから、今年度も地域医療のあり方につい

てともに考えていく機会とするため、竹原地区医師会、竹原薬剤師会など関係機関と連携
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して事業を検討しているところであります。 

 産科、小児科が不足する中、本市の属する広島中央２次保健医療圏は、医師１人当たり

の分娩取扱数が県内の２次保健医療機関でも突出して多く、周産期医療の安定的な確保が

求められております。こうした中、東広島市の独立行政法人東広島医療センターに正常分

娩を扱う機能を含め、周産期にかかわる比較的高度な医療ができる地域周産期母子医療セ

ンターが設置されることになり、その初期投資費用について本市も一部を負担することで

産科医療体制における支援を行っております。 

 また、医師の地域偏在解消のための配置調整や医師確保、人材育成などに総合的かつ機

動的に取り組むため、平成２３年７月１日に広島県、市町、広島県医師会、広島大学など

で構成する広島県地域保健医療推進機構が設立され、その運営費用などについても応分の

負担をしております。 

 次に、出産育児一時金の支給につきましては、平成２３年度に補助制度が改正されまし

たが、被保険者には従来と同様４２万円を支給することとしております。 

 妊婦健診の費用につきましては、１４回の妊婦健診補助券制度により自己負担額は以前

に比べ格段に軽減されました。しかしながら、妊娠８カ月以降については市外医療機関受

診となるため、交通費がかさむことや健診時に行う検査等は医療機関の医師の方針などに

より異なるため、補助券を使用してもそれ以上の費用がかかる場合があることは把握して

おります。妊婦健診に係る助成については、県内の交通費助成や妊婦健診支援事業などの

実施市町の事例を踏まえ、本市における支援策について慎重に検討を重ねているところで

あります。 

 なお、妊婦健康診査支援事業補助につきましては、平成２４年度以降も事業の継続がで

きるよう、国、県に対し強く要望してまいります。 

 次に、不妊、不育治療に関する御質問についてでありますが、不妊症は原因の特定が難

しく、検査の結果が正常であったり、仮に何か見つかっても本当の原因まで特定ができな

いことがほとんどで、今の医学ではまだすべてが解明されていない状況であります。 

 不妊症の治療としては、一般的には基本検査をし、異常が見つからなければタイミング

法、排卵誘発、人工授精、体外受精、顕微授精など、手段や方法をより高度なものに変え

ていきます。現在、体外受精、顕微授精による治療は保険適用外とされ、治療を受けるほ

うの経済的負担が大きく、またいつ終わるか先の見えない治療などに心理的にも大きなダ

メージを受けておられると理解しております。妊娠しやすい生殖適齢期には、経済的にも
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治療を受けることが難しく、経済的に余裕ができたときには妊娠適齢期を過ぎているとい

うケースも見られます。また、生殖医療については、日本では現在のところ規制がないの

で医療機関の格差が大きいことも問題となっております。 

 本市においては、県の不妊治療費助成制度、不妊症の指定医療機関や不妊専門相談セン

ターの紹介などや適切な時期に希望する治療が受けられるなどの支援体制について、医療

機関の案内などの周知に努めているところであります。 

 妊娠はするものの流産や死産を繰り返す不育症は、妊娠経験者の４．２％で発症し、国

内で１４０万人いると推定ができることが厚生労働省研究班の調べで報告されました。不

育症の原因は、その７０％以上が原因不明とされていますが、不育症に該当した９０％以

上の人が出産しており、根気よく治療することが必要であり、その支援策を検討すること

が必要と考えております。国においても、不育症の治療の一つであるヘパリン療法の保険

適応や不育症の相談の不妊専門相談センターへの配置についても検討が始まるなど、相

談、支援体制の充実が検討されています。 

 不妊症、不育症については、本市としても全国市長会を通じ、地域医療保健に関する提

言の中で国に必要な支援措置を講ずるよう要望しているところであり、今後も国、県の動

向を注視し、引き続き検討してまいります。 

 以上、私からの答弁といたします。 

議長（脇本茂紀君） 教育長、答弁。 

教育長（前原直樹君） 地域防災拠点としての学校施設の役割についてお答えします。 

 学校施設は、子供たちが一日の大半を過ごす活動の場であり、非常災害時には地域住民

の応急的な避難場所としての役割を果たすことから、その安全性の確保は極めて重要であ

ります。また、東日本大震災による学校施設における被害については、建物の構造体への

被害に加え、天井材や外装材などの非構造部材にも多大な被害が生じています。 

 本市においても、学校施設の老朽化が進んでおり、学校での日常的な点検や専門家によ

る定期調査なども行っておるところであります。これらの点検及び耐震診断の結果を踏ま

え、緊急性を考慮しながら耐震化とあわせた非構造部材の耐震改修にも鋭意取り組んでま

いりたいと考えております。 

 また、防災教育の実施状況についてでありますが、さきの６月定例議会では各学校の防

災計画に基づいた避難訓練や防災安全教室の実施計画を中心に御報告させていただきまし

た。その後の状況について御報告いたしますと、例えば沿岸部の多くの学校で地震発生時
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の津波を想定して、津波に対する第１次の避難場所となる校舎屋上に実際に避難させる訓

練を行っています。また、避難場所となる校外の高台への避難経路を職員が実際に歩いて

避難にかかる所要時間を計測したり、避難ルート上の危険箇所を把握するなどの取り組み

を行っております。さらに、被災後、停電のために情報収集が困難になる場合を想定し

て、職員のテレビ付自家用車を情報収集に活用するといった方法を危機対応マニュアルに

取り入れるなどの取り組みもあります。 

 災害時の危機管理については、校長を中心に教育委員会と連携をとりながら組織的に対

応してまいりますが、自然災害はいつ発生するかわかりません。今後、教職員の防災及び

減災意識を高めるとともに、校長不在の場合においても教頭及び教務主任などを中心に全

教職員が組織的に、かつ適切に対応できるよう研修の充実に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 本市教育委員会におきましても、平成２３年第４回、第６回及び第７回の教育委員会定

例会で学校施設の耐震化についての報告を行い、学校施設の耐震化に積極的に取り組むこ

と、学校における防災教育及び防災マニュアルの重要性を改めて認識し、東日本大震災の

教訓を生かすべく、いかなる状況に際しても児童・生徒の安全確保が図られるよう、学校

の危機管理体制の確立に向け指導を徹底するよう意見や改善要望があり、その趣旨に沿っ

て鋭意努力してまいります。 

 以上、答弁といたします。 

議長（脇本茂紀君） ６番。 

６番（道法知江君） ありがとうございます。それでは、再質問を行ってまいりたいと思

います。 

 その前に、きょう大変お忙しい中、教育委員会の委員長がお見えになっております。最

初のほうに教育委員会の委員長としての御意見を伺わさせていただいて、その後は退席し

ていただいて結構ではないかなと思いますので、最初に教育委員会の委員長に何点か質問

をさせていただきたいと思います。 

 まず、その質問の冒頭になって申しわけありません。東日本の震災から９カ月を過ぎた

と、改めて犠牲者の方々を悼み、被災者の方々の今現在の労苦に思いをはせるとともに、

また支援者の方々にも厚い敬意を表しながら、その労をねぎらいながらの質問とさせてい

ただきたいと思います。 

 教育委員会議においての質問をさせていただいた最後の７ページの、最後の恐らくその
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４行ぐらいになるものが教育委員会議においての会議の内容ではなかったかなというふう

に思います。私の質問の趣旨としても、そういった答弁をいただいてるっていうことに感

謝申し上げます。 

 その教育委員会議におきまして、３・１１のあれほどの未曾有の大震災を受けたという

ことで、恐らく教育委員会議は定例で月１回行われているっていうふうに聞いております

けれども、９カ月をたってるということは尐なくても８回の定例会があったのではないか

なと思います。この８回の定例会の中で、答弁にありましたように第４回、第６回、第７

回と教育委員の定例会で学校施設の耐震化についての御報告を行ったというふうに書いて

あるんですけれども、その内容のことなんですが、学校施設の安全性を確保するための例

えば提言とか、それとか地域住民の応急避難場所となる学校の役割についてとか、現段階

で学校長が女性っていうこともあると思います。管理者としての側の役割はどうなのか

と、そういった協議っていうのは出たのかどうかっていうことをまず第１点にお伺いした

いと思います。 

 学校施設の安全性を確保するための御提言というものはなかったのか、地域住民の応急

避難場所としての役割として学校を管理する管理者が女性の校長先生もいらっしゃるとい

うことに踏まえて、そういった御意見はなかったのかどうか。そういう点をまずお聞きし

たいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 教育委員会委員長、答弁。 

教育委員会委員長（梅田一榮君） 失礼いたします。 

 教育委員会議、先ほども説明がありましたとおり、３度ほど説明を受けたということで

答弁させていただきました。 

 議事にない場合のあとの報告事項として協議を受けたということもありますし、その

３・１１を受けた、まずもって遅くなりましたが、東日本大震災が起きて未曾有の被害を

受けられた被災者の皆様に心よりお見舞いを申し上げておきたいと思います。 

 その中で、いろいろと教育委員会議で学校施設の耐震化、また防災教育等について児

童・生徒の安全を確保するということを第一にいろいろと議論させていただきました。そ

の中で、学校施設の耐震化、これは地震に関することも以前から何年度までに耐震化に努

めなさいということもございましたし、今回の震災を受けて新たに構造体、また中の非構

造体につきましてもいろんな危険箇所があるんではなかろうかということは、これは全国

的なニュース等々でも拝見しておりますし、その旨教育委員会議におきましても事務局等
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に申し上げてきたところでございます。 

 また、学校施設自体が地域住民、子供たちだけじゃなくて地域住民におきましても避難

場所となるということもありますので、こういったことにおきましても防災機関としての

任務を果たせるのにはどういうふうにすればいいのかというのも申し上げてきたところで

ございます。 

 また、同議員指摘のとおり、今現在各学校においては女性の校長先生が過半数を占めて

いるという現状がありますが、これは女性だからといってその能力に务るということは私

たちは考えておりません。それに対して、教育委員会事務局を通して学校と連携をとりな

がら防災教育マニュアル、これの徹底を図っていただくようにお願い申し上げてきたとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

議長（脇本茂紀君） ６番。 

６番（道法知江君） ありがとうございます。 

 とかく耐震化、耐震改修を行って、２７年度まですべての小学校・中学校において耐震

改修が進むと、すべてが完了するという目標がありますけれども、その中において耐震

化、外側の構造ばっかり耐震化って言われておりますけども、実は非構造部分の中で照明

器具が落下したりとか、そういったガラス窓が割れる、それによってけがをこうむると、

そういったこともありますので、非構造部分の問題点っていうのはこの委員会の中でどう

だったのかなということもありましたので質問をさせていただきました。 

 また、委員長が今おっしゃったように、現小学校１０校、中学校４校、合わせて１４校

の中に女性の校長先生が何人おられるのかっていうこと。別に振興課のほうに聞いてもい

いんですけども、それもあわせてちょっと確認をさせていただきたい点と、今後教育委員

会議におきましても、例えば災害発生直後、このときの災害時の学校の危機管理体制とい

うか、管理運営、運営は緊急ですので災害対策本部が設けられて、そこからの指示になる

と思うんです、運営に関しては。だけども、学校を管理しているっていう管理者としては

校長の役割っていうのは非常に大きいと。日ごろからの管理の責任者ですので、例えばコ

ンセントはどことどこにあるとか、水はどことどこで部屋の縦割りはここ、日の当たると

ころはここ、風通しがいいとこはここっていうのは管理者としてはもう既に網羅されてい

ると思っているんですね。 

 そういうことも踏まえて、これは教育委員長ではなく教育部局にお伺いしたいと思うん
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ですけども、災害発生直後、救命の避難期です、これは、災害発生直後です。それと、今

度は生命を確保しないといけない避難直後ですね。担架で運ばれて救命に避難のときと、

そして避難直後、体育館の中に集まりました。それから、次に生活の確保をしないといけ

ない、体育館の中ですよ。屋内運動場、体育館の中で生活の確保もしないといけない。災

害後、場合によっては数週間とかかかる場合も出てくる、もっとそれ以上になる場合も出

てくると。そうすると、今度は次の段階で、学校機能の再開に向けてまで、その学校の一

つの学校内、校舎または屋内体育館の中でおいてそういうことがすべて行われないといけ

ないということは、管理者として非常に重責を担うと。防災対策本部ができて、そこから

の指示を仰ぐんだけれども、だけども管理者としてはいろいろなことを知っておかないと

いけないですし、日ごろから情報を網羅しておかないといけないということだと思うんで

すけども、そういうことに対してはどのように管理者、女性の校長先生が多いということ

も踏まえて、どのようにお考えかお聞きしたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 学校教育課長、答弁。 

教育委員会学校教育課長（亀井伸幸君） 御指摘のとおり、市内の小・中学校の校長でご

ざいますけども、小学校１０校のうち６名、中学校４校のうち２名が女性校長でございま

す。 

 先ほど委員長も申しましたけども、大変優秀な校長先生方でございますので女性だから

というような思いはございませんし、本当にしっかりと管理運営をしていただいていると

いうふうに思っております。 

 先ほどの避難所等の、いわゆる直後の対策等にかかわってでございますけども、避難所

は本格的には災害対策担当部局がその責任を有するものと認識しております。平成８年に

当時の文部省が学校等の防災体制の充実についてということで第２次報告というものを出

しておりますけども、ここにおきましても、学校が避難場所となる場合の運営、その方策

等につきましては、災害対策本部等に移行するまで、その間を想定して学校内の運営体制

や初動態勢が示されております。 

 しかしながら、今回の震災では被害が広範囲に及んだということもありまして、相当の

期間、学校と教育委員会、あるいは災害担当部局との間の連携がとれなかったというよう

な事例が報告されております。そうしたような管理、非常に教職員が長期にわたって避難

所の運営にかかわったという例がございます。 

 議員が御指摘のようなことが仮に市内で起こった場合にきちっと学校が対応できるので
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あろうかという御不安、御心配をいただいておるかと思います。これにつきましては、竹

原市の教職員の服務規程にも、緊急時におきましては教職員がこれに対してしっかりと対

応すると、こういうことも規定されておりますし、管理職、学校長が中心となりまして、

この職員と組織的にまず児童・生徒の生命の安全を守る、それから避難してこられる住民

等への対応をしっかりと行っていくということは常々意識、心がけておるものでございま

す。 

 今後、国のほうでもそうした防災時に、非常時に対する防災教育、対応についてのいわ

ゆる指導主事等管理職への専門的な研修を今も実施されておりますので、こうしたところ

の情報を取り入れまして、市内でも研修等を取り組んでいけたらというふうに思っており

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） ６番。 

６番（道法知江君） 文科省からの提言として、地域防災拠点としての学校の機能という

ことがうたわれてると思います。また、本格復興予算の枠の中で、さきの第３次補正予算

では災害時の避難所となる学校の防災機能を強化する予算が大幅に盛り込まれたというふ

うに聞いておりますので、ぜひ来年度耐震構造はもちろんなんですけれども、耐震診断は

終了、しかしこれからの耐震化というところの、果たして非構造部分のところもしっかり

チェックしていただくことと、そして校長先生が女性だからということではなく、女性だ

からこそよりきめ細やかな点を把握されてることも多々あると思いますので、しっかりと

連携を非常時のときには日ごろからそういった備えをしとかないといけないなというふう

に思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 委員長、大変ありがとうございました。お忙しい中、申しわけありません。 

 それでは、答弁の最初のほうに戻らせていただきたいと思うんですけれども、災害対策

基本法に基づいて防災会議というのがおありだと思います。竹原市の防災会議のこの防災

会議の人数をちょっとお聞きしたいと思います。 

 それと、防災会議、いつ防災会議を最近行われたのか、お願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） 総務課長、答弁。 

総務課長（桶本哲也君） 失礼いたします。 

 本市の防災会議のメンバーの数ということでございますが、現在１６名でございます。 

 それから、防災会議をいつ開催したのかということでございますけども、平成２０年度

に開催をいたしまして、今日まで開催はしておりません。 
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 以上でございます。 

議長（脇本茂紀君） ６番。 

６番（道法知江君） ちょっとびっくりするんですね。その防災会議の委員のメンバーが

１６名っていうことを聞いております。私の手元にもあるんですけれども、これは防災会

議の会長は市長をもって充てると、それ以外に県からの出向の職員とか県警からとか、そ

して部内の職員とか教育長とか東広島の消防署の職員とか指定公共機関等々書いてあるん

ですね。条例のほうにはうたってあるんですけども、何と１６名いる中で女性が１人もい

らっしゃらないということなんです。 

 ただ、これは本市だけでは実はなく、公明党、全国にアンケート調査をとらせていただ

きました。６５８自治体のほうから回答を寄せられているんですけれども、都道府県、政

令市も含めて６５８の自治体から地方防災会議に女性を登用しているかどうかというアン

ケート、防災行政の総点検をさせていただきました。１０月に私も本市であります担当部

局にお願いいたしまして、アンケートをとらせていただきました。竹原市ももちろん委員

はいないし、防災計画を作成する上で女性からの意見を委員がいないので反映することは

できておりません。そして、当該自治体の防災担当部局に女性職員はじゃあ何人いますか

という質問で、担当部局では４名いるけれども女性職員は嘱託の職員がいるという御回答

でした。また、男女共同参画部との連携はありますかというアンケートでは、男女共同参

画との連携はないということもアンケート用紙で答えていただいてます。地域住民を対象

とした地域の防災力を強化するために何らかの事業が実施されていますかということにつ

いては、防災出前講座の実施や地域防災訓練の支援をしているという回答をいただいてお

ります。 

 このように、全国からの女性の視点からの防災総点検を行った結果においてもそうなん

ですけども、４割ぐらいのところが女性委員がいらっしゃらないという回答だったです。

こうなりますと、阪神・淡路大震災、また東日本におけるあれだけの大惨事が起きたとい

うときに、本当に避難所でおける女性の役割とか、また事件、事故とかが多発して女性が

屈辱を浴びたというようなこととか、そういったこともあったわけなんですね。もろもろ

にいろいろ考えますと、やはり女性の視点、女性の意見っていうのは、本当に防災という

ことは大切なんではないかと、女性の視点は大切なんではないかっていうふうに思いまし

た。 

 それで、例えば人権センターの人権推進室のほうにもちょっとお伺いしたいと思うんで
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すけれども、男女共同参画の職員の人数の中に女性の数はいらっしゃるかどうか。それ

と、平時のときにドメスティック・バイオレンスとかＤＶですね、家庭内暴力、また児童

虐待に対応している部局はどこなのか。災害時に女性や子供の暴力がふえるという認識を

持っていらっしゃるのかどうか。女性や子供や高齢者や障害者、災害時要支援者への対応

はどこが行うのか。災害時にですよ、災害時にどういった役割を担当するのかということ

を人権推進室になるかなと思うんですが、男女共同参画の点でお聞きしたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 人権推進室長、答弁。 

人権推進室長（谷岡 亨君） 失礼します。 

 男女共同参画の担当する職員のまず数でございますけど、男女共同参画担当の職員は１

名で、これは女性が今担当いたしております。 

 あわせまして、男女共同参画を推進するに当たっては、庁内に推進会議あるいは幹事

会、こういったものも設置をさせていただいております。この幹事会の中には、幹事１３

名中６名が女性職員を充てているという状況にございます。 

 それから、ふだんのまずは相談体制の御質問だったと思いますが、ＤＶとか児童虐待と

かという内容の相談でございますけど、ＤＶに関する相談につきましては人権センターの

ほうで相談員を配置しております。こちらのほうで相談員とあわせて男女共同参画担当の

職員等も含めまして相談を受けております。児童虐待が主な相談内容ということになりま

すと、これは人権センターのほうで受けた場合は子ども福祉室のほうと連携をさせていた

だいて、子ども福祉室のほうと、それとそこに家庭児童相談員を配置しております。この

家庭児童相談員とあわせまして子ども福祉室を中心に、児童の場合はこちらのほうを中心

に連携をとりながら相談を受けているというふうな状況にございます。 

 いずれにしましても、相談の内容を人権センターのほうで受けまして、その内容により

まして、内容が例えば高齢者あるいは障害者とか児童に関するものとか、そういったどの

部分であるかということによりまして、庁内の関係課と、あるいは関係室と連携を図る中

で相談支援を行うと。さらに、内容によっては暴力等ある場合は警察などとの連携、それ

から県の西部こども家庭センターなどとの連携も図りながら相談支援を行っている状況で

ございます。 

 それから、もう一つは災害時の相談ということでございましたんですが、災害時につき

ましては、先ほど委員のほうからお話もありましたように、阪神・淡路大震災あるいは中

越地震の経験から災害対応に当たっての女性の視点というものが非常に大事だということ
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がございます。このたびの東日本大震災にあっても、女性や子育てのニーズを踏まえた男

女共同参画の視点からの対応というのが求められているというふうに認識をいたしており

ます。 

 こういった避難生活あるいは生活不安などの影響によるストレスの高まりなど、女性が

持っているさまざまな、持つ悩みやストレスを抱えることがこういった場合には多く出て

まいります。あるいは、また暴力を生じることもございます。こういったことで、今回の

東日本大震災などでは、こういった問題を防止するために悩みを聞く電話相談であります

とか巡回相談などが実施されているということは我々としても承知をいたしているところ

でございます。 

 こういった中で、本市におきましては、具体的にはこれまでそういった竹原市におきま

しては大きな災害がなく、また避難所での長い生活といいますか、そういった事例はござ

いませんが、これまでの国の動き、取り組みあるいは県の取り組みなどを参考にさせてい

ただきまして、男女のニーズの違いを把握し、女性に配慮された取り組みあるいは相談事

業が行えるよう、いろんな事例を参考にしながら男女共同参画の視点を踏まえた体制とい

うものをしっかりと検討してまいりたいというふうに考えておりますので、よろしくお願

いいたします。 

議長（脇本茂紀君） ６番。 

６番（道法知江君） 現段階で、例えば男女共同参画の中の生活相談員の方が１名だと思

います。この１名は非常勤で週３０時間で限られてます。週３０時間だとすると、５日間

出勤していただくんですが、その中の本当に１日っていうのはわずかな時間帯で、家庭内

暴力とか、例えば高齢者に対する暴力とか、それは暴力にしても本当に問題は長期化して

るっていうことを考えますと、たった１人の生活相談員の方で果たして賄えるのかなとい

う点をまず第１点考えていただきたいと思います。 

 それと、やはり相談窓口ですね。何かが起きたとき、災害が起きたときの女性に対す

る、また高齢者、障害をお持ちの方、そういう方々の相談窓口の一本化をぜひこれも検討

していただきたいというふうに思っております。 

 ふだんの男女共同参画における問題が、災害になると、非常時に濃縮していた問題点っ

ていうのがもうほうふつとすると。日ごろからいろんな問題が起きてはいるんですけど

も、それが本当に吹き出るように災害時においてはあると。さっき民生部長もおっしゃっ

てましたように、すごくストレスを抱えてしまうと。避難所、テレビ等でも私たちも見さ
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せていただいて、パーテーションも中間目線ぐらいだったのがパーテーションがぐっと高

くなったりとか、やはりこれは神戸の阪神・淡路大震災を教訓として東日本の震災におい

てはパーテーションの高さが違ってたなっていうことも見させていただいたりしたんです

けれども、本当にストレスがたまる。 

 そして、男性はまず災害が起きたときに家族の安否を第一に見ると、その次に仕事場に

戻る、その次に復興のために瓦れきの処理とか建物、倒壊したものに対する、直しに出る

ということで、ほとんどが避難所から男性は昼間はいらっしゃらなくなる。そして、避難

所に残されたのはやっぱり女性だけになる。ほとんど女性だったり、子供だったり、高齢

者だったりというこの現実があるわけなんですね。そうなると、やはり女性の視点ってい

うのは、本当に重要な方針を決めたり、政策を決めるときには女性の参画をしっかり保証

していただきたいなっていうふうに思います。不利な立場に置かない、女性を。ぜひそれ

をお願いしたいと思います。 

 ちょっと話は戻るんですけれども、先ほど総務課長のほうから防災会議はいつ行われて

いますかということを質問させていただきました。何と平成２０年以降、竹原市はあれだ

けたくさんの被害が起きた、頻繁に起きた、地震ですね、主に地震がいろんなところで、

各地で起きておりました。その中で、防災会議一度もされてなかったのかっていうことが

ちょっとびっくりいたしました。 

 例えばインドネシアとかニュージーランドとか、芸予地震ももちろん２００１年に６．

７、死者も出ました。私たちの地元から芸予地震もありました。２００３年には三陸南の

マグニチュード７、２００３年には十勝で死亡者も出たマグニチュード８、２００４年に

は紀伊半島南東沖に７．４のマグニチュード。そして、釧路沖では７．１、２００５年に

は福岡西方沖でマグニチュード７、死亡者も出ました。宮城県でも７．２、三陸でも７．

１、２００７年には能登半島で死者も出ました、マグニチュード６．９。新潟中越ではマ

グニチュード６．８、死亡者が１５名。そして、２００８年では茨城でマグニチュード

７、岩手宮城内陸沖地震ではマグニチュード７．２、死者２３名。２００９年には駿河湾

でもマグニチュード６．５、死者も出ました。２０１０年には沖縄、マグニチュード７．

２、小笠原でも７．１、父島でも７．８。ことしに入って２０１１年３月９日に、３・１

１じゃない、３月９日に東北地方三陸沖でマグニチュード７．３、６０センチの津波が観

測されて、これが３月１１日に起きたあの東日本大震災の予兆ではなかったかっていうふ

うに言われております。それで、それ以降にもありました。３月１２日には長野北部、
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６．７、死者３名。そして、富士宮市でも３月１０日、６点強、１０月３日に入って富山

長野県境でマグニチュード５、５であっても死者が出ました。１１月８日に入って沖縄北

西でマグニチュード７。こういった地震が日本全国でどこでも頻発しているんですよね。

それは、もう私だけでもないです。本当に市民の皆さん御存じだと思います。 

 であるにもかかわらず、本市といたしましては、１６名の防災会議のメンバーがいらっ

しゃいます。竹原市からも市内の職員だけでも６名ぐらいいるんですかね。で、警察署と

かいろいろ先ほど言いましたけど、東広島消防局からも竹原の消防団、中国電力から西日

本旅客、そして竹原の医師会、西日本電信電話株式会社、いろいろな方々が委員と連なっ

ていらっしゃるんですが、なぜこれだけ日本全国で頻繁に起こっている地震に対して、ち

ょっと地震と言わせていただいて、風水害もいろいろありますけども、地震があるにもか

かわらず、平成２０年の防災会議以来一回も開いてないっていうことはどういうことなん

でしょうか。御答弁いただきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 総務課長、答弁。 

総務課長（桶本哲也君） 失礼いたします。 

 今、議員から御指摘ございましたように、災害っていうのはいつどこで起きるかわから

ない状況っていうのは、よく承知しております。 

 本市の防災会議でございますけども、実はこのたびの東日本大震災を受けまして、国、

県等の検証結果や、あと被害想定、そういったものを受けて地域防災計画を見直すという

こととしておりました。その際には、防災会議を開催して委員の方の御意見を伺うという

ことにいたしておりました。 

 実は、国のほうの中央防災会議の取りまとめの状況でございますけども、中央防災会議

に設置をされました専門調査会におきましては、最終報告を１０月１１日に取りまとめら

れまして、本市を含めた中国地方への地方自治体には１１月１８日に報告内容の説明をさ

れたところでございます。このたびまとめられました報告内容につきましては、今回の地

震、津波被害の特徴というものを検証いたしまして、今後の津波想定の考え方、あるいは

津波、地震対策の方向性ということをまとめられています。 

 ただ、このたびまとめられた内容というものにつきましては、防災という考え方から被

害を最小する減尐化という考え方に基づきまして、地震、津波対策についてハードあるい

は避難を中心とするソフト、こういったハード、ソフトを組み合わせて実施すること、あ

るいは円滑な避難行動のための体制整備、地震、津波に強いまちづくり、防災意識の向
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上、こういった対策を進めていくということとされておりますが、科学的根拠に基づく具

体的なデータによる地震、津波の想定あるいは被害想定、防災計画の見直しということに

ついては平成２４年度以降に示されるというふうに説明があったところでございます。 

 結果的には、本市におきましては防災会議を開催してそういった計画の見直しというこ

とを考えておりましたが、このような国また県等のデータをもとにした修正ということに

ついては時間がかかるということでございますので、一定には本市におきましても見直し

の方向性等について取りまとめを行ってまいりたいというふうに考えておりまして、地域

防災計画の課題等を抽出するとか、あるいはそういった見直しの方向について検討を行う

というような作業を現在行っているとこでございまして、今後早急に防災会議を開催する

べく、計画を現在させていただいてるところでございます。どうぞよろしくお願い申し上

げます。 

議長（脇本茂紀君） ６番。 

６番（道法知江君） 県のほうでも１年に１回は防災会議を開いていると聞いておりま

す。そして、自治会とかまちづくりのほうでは自主防災とか、本当に一人一人の生命とい

うものを本当に地域の人たちが自分たちが地域を守っていこうという動きも本当におあり

だと思います。意識が高いです。 

 だけども、この防災会議っていうのは、できたものの中での会議なのか。そうではな

く、やはりこれだけたくさんの頻発して起きている日本全国どこでも起こり得るという地

震の状況の中で計画をつくるだけの防災会議なのか、平成２０年に防災会議の計画をつく

るだけで。そしたら、じゃあこの間の、もしもですよ、この間に大地震が起きたと、そう

なったときにこの平成２０年のマニュアルどおりに動かないといけないわけですよ。平成

２０年のマニュアルどおりに動いたら、一々マニュアルを見ながら行動を起こすっていう

ことになるので、助かる命も助からないのではないかっていうことを非常にびっくりいた

しました。 

 それで、このマニュアルなんですけども、数字も全然違ってきてるんですよね。例え

ば、これ予測なんですが、怖いとしている３連動、南海・東南海地震、３連動起きた場合

のことを書いて、うたってありましたけれども、南海地震の、将来ですよ、今後発生する

であろう地震の発生の確率が南海地震は３０年以内に５０％程度だろうとうたってるんで

すよ、これ。ところが、５０％どころか、今新しい分の９月２８日にまとめた中央防災会

議の専門会議の調査結果におきますと全然違うんです。６０％になってるんですよ。本市
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が２０年のときに防災会議を開いたときの予想されるパーセンテージと、一番ホットな新

しい地震予知連絡会の会長さんです、島崎さんっていう会長さん。この方は、日本地震学

会の会長でもあり、地震予知連絡会の会長でもあるという島崎さんは、今海底用のＧＰＳ

で精度を向上させてきたので、いろんな角度から近年いろいろと進んできているんだと。

海底のプレートの境界の動向が詳細にわかるようになってきた、これは非常に画期的なこ

とで、新しい長期評価の精度向上に大きく貢献するものがあるんだということの上で発表

されています政府の地震調査研究推進本部の資料があるはずです。だから、こういうもの

を通しまして、この島崎さんがおっしゃるには、もう１０年、２０年間は危機感を持って

当たっていきなさいというふうに言われてるんです。東海・東南海・南海は必ず起きると

断言されています。巨大地震が誘発する内陸活断層での地震も考えられる、活断層の多く

は発生周期の満期を迎えているんだと、いつ地震が起きてもおかしくない状況だと、我が

国にとってこの１０年から２０年間は大変な時期を迎えるという危機感が本当に必要だと

いうふうにうたってあります。大地震に備えることが喫緊の課題だというふうにありま

す。 

 先ほどの本格復興予算においても、大幅に第３次補正予算、災害時の避難所になる学校

とか防災機能を強化する、そういった上の予算も含むっていうこともいろいろ書いてある

んですけども、早急にぜひこれ市長にお伺いしたいと思います。 

 ２点、早急に防災会議を開いていただきたい。それと、女性の視点、女性の参画をして

いただきながら防災会議、女性のメンバーっていうのも、これ改正の時期になってますの

で、恐らく防災会議の委員の方々が。条例にうたってある規定は、その他をつけていただ

ければ女性の参画も可能だと思います。女性の参画となると、例えば看護師さんとか保健

師さんとか、場合によってはケアマネジャーとか助産師さんもいる場合もあると思いま

す、女性会であったりとか。こういった方々を委員にぜひ御意見をいただけるような、女

性の声を聞いて参画できるような、そういったところをぜひお願いしたいなと思うんです

が、市長ぜひ御回答いただけないでしょうか。 

議長（脇本茂紀君） 副市長、答弁。 

副市長（三好晶伸君） ２点御質問いただきました。 

 まず、１点目の竹原市の防災会議の開催についてということでございます。 

 竹原市の現在の防災会議の内容は、先ほど議員言われたように南海・東南海の２連動に

かかわってのさまざまな地域計画が書かれてます。そういった中で、これからの防災会議
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の中で新たに今回の東日本大震災を受けて東南海・南海に加えて東海地震、この３連動で

今国のほうでは中央防災会議というところで、公的な会議の中で指針を発表しようとして

おります。しかしながら、現時点においてはまだ残念ながらその結果が我々手元のほうに

届いてないというのが現状でございます。 

 しかし、そうは言いながら、言われるように何もせずに放置しているのではありませ

ん。その現在の防災会議の内容からいいますと、例えば防災にかかわっての危険な箇所、

急傾斜あるいは土砂の災害危険箇所とか高潮の危険箇所とか、いろんなそういった危険箇

所あるいは避難経路、避難場所、ここらについて具体的に記載をされております。それ

は、現在協働のまちづくりのネットワークあるいは竹原市のそういった防災担当との連携

の中で個々に見直し、変更すべき点についてはそれぞれその防災会議の仕組みの中で変更

はいたしておるところでございます。また、消防あるいは消防団員、ここらあたりの情報

等も聞きながら、そういった見直しすべきところは見直していこうと、個々にはですね。 

 しかし、大きな見直しについては、先ほど来申し上げましとるように、国の中央防災会

議で３・１１のいろんな３連動に関する強度によるいろんな見直しがこれからなされよう

としておりますので、それはそっちのほうの指針ができ次第、防災会議のほうでそこを見

直していきたいというのが１点でございます。 

 そして、もう一点は、今回の東日本大震災を機に、あるいはいろんなあらゆる災害に関

して男女双方の視点に配慮した防災対策の重要性について、これは言われるように当然注

目すべき点であると考えております。本市においても、この計画をもとに女性の視点ある

いはニーズにも配慮した防災対策を推進する必要があるということをまず１点お伝えいた

します。 

 そして、その計画の中に男女共同参画の視点に立った防災対策についても、現在ことし

２３年度は男女共同参画プラン、これを今策定中でございます。その中にそういったこと

も盛り込んでいきたいというように考えておりますので、その点よろしくお願いしたいと

思います。 

議長（脇本茂紀君） ６番。 

６番（道法知江君） ありがとうございます。 

 自助というところで、ある消防団員の方が小学生の子供に消火器の使い方のポイントは

っていうのが消防の方が言われたそうなんです。そしたら、小学生の子供がピノキオだと

即答したと。ピンっていうのは抜く、ノズルを構える、そして距離を置く、そしてレバー
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を押すというピノキオというふうなことを答えられてたと。また、避難するときに何が大

事ですかっていう質問に対して、そういう問題も知ってるよ、おはし持つ、押さない、走

らない、戻らない、おはし持つというようなんですね。そういった言葉をかけていくって

いうようなことを小学生の子供たちは知っていたということがありました。 

 本当に今の副市長の答弁にもありましたけれども、家族の防災会議も大切だな、自助、

共助、公助という点において家族の防災会議。そして、市においては防災会議を国のほう

の会議を受けながらそのことをやるって言ってましたけども、本当に自主防災も大切だな

っていうものがありましたので御紹介させていただきました。 

 防災については女性の意見も尊重していただくということでしたので、次の質問に通ら

せていただきたいと思います。 

 ２点目の質問なんですけれども、２番目の質問で、無料健診のことを１４回はこれから

恒久的にある程度継続できるのかということと、あと市民の方の心配事っていうのが周産

期医療センターができるよと、東広島島に。周産期医療センターができるのわかっている

んです、来年の春にできるのわかっているんですが、これは５０床という数。普通の分娩

の方も一般の方も入ることできるよっていうふうに理解してるんですが、この辺をちょっ

と整理して答弁いただきたいなっていうふうに思います。 

議長（脇本茂紀君） 市民健康課長、答弁。 

市民健康課長（森野隆典君） 失礼します。 

 まず、１点目の１４回の妊婦健診につきましては、今後も引き続き継続して実施してい

くように努力をしていきたいと思います。 

 また、地域周産期母子医療センターの内容についてのお問い合わせでございますが、こ

れにつきましては、先ほど議員さんのほうもおっしゃられましたように、来年の３月２１

日にいわゆる診療開始というふうに伺っております。 

 ただ、これにつきましては、直近の東広島市さんのほうから伺ったところでは、年内に

工事が完成するというのがちょっと延びまして２月に竣工というふうな状況になっておる

ようですが、診察開始の３月２１日については、これは変更はないというふうに現在のと

ころ伺っておるところでございます。 

 また、このセンターにつきましては、５０床のベッドを有しておるということでござい

ますが、このセンターの機能としては産婦人科、小児科、小児外科の診療科を有するもの

で、ベッド数は５０床。その内訳は、産科が２５床、婦人科が５床、小児科が５床、そし
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て新生児集中治療室、ＮＩＣＵというそうですが、これが６床、そして後方ベッドという

ことでＧＣＵというそうですが、これが９床というふうな内容を持った、いわゆる周産期

の母子医療センターとなっております。こういう内容のものとなっております。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） ６番。 

６番（道法知江君） 三原とか東広島に、東広島はあれですね、三原に例えば産科でもう

最初から通ってらっしゃるよ、そういう方は、例えば医療センターができるからそこから

かわって行くとか個人の選択でセンターを利用することはできるのか、もしくは紹介状が

要るのかということをちょっとお聞きしたいと思うんですが。 

議長（脇本茂紀君） 市民健康課長、答弁。 

市民健康課長（森野隆典君） 先ほどの事例で申し上げましたら、この周産期母子医療セ

ンターで出産を希望する方というのは、事前に直近のその産科医療機関、いわゆるかかり

つけ医さんのほうで相談をして紹介をしていただくという形になっております。仮に、先

ほどの事例で申しますと、三原にかかっていればそこの産科医療機関のほうに相談をして

いただき、この医療センターを紹介していただくというふうな状況となっております。 

 なお、３月から診察開始というふうに先ほど申し上げましたが、分娩の取り扱いを新し

くセンターのほうでは始められるということで、内容にもよりますが、いきなりハイリス

クの婦人産科医さんを処理するというのは、センターのほうでも非常に厳しいということ

がありまして、人材もそこで正常に機能するように当初はいわゆる正常分娩のほうから

徐々に始めていくというふうに伺っております。 

 ですから、基本的にはここは一般のかかりつけ医さんからの紹介によってそれぞれ受診

が可能となるという状況となっております。 

 以上です。 

議長（脇本茂紀君） ６番。 

６番（道法知江君） ありがとうございます。 

 妊婦によります例えば交通費の支給、助成、出産のお祝い金という形の質問を３年間ず

っとさせていただいてるんですけれども、妊婦に対する助成はどのような変化があったの

か、この３年間のうち何か変化がありましたら教えていただきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 市民健康課長、答弁。 

市民健康課長（森野隆典君） 御提言をいただいた後、その検討させていただくというふ
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うな御答弁を以前にはさせていただいておるわけですが、その後妊婦健診にかかわっては

いわゆる基準額以上にそれぞれ妊婦さんのほうは持ち出しがあるとか、あるいはまた議員

さんが以前からおっしゃっておられますように、当然市内から市外への医療機関へ行くと

いうことになれば当然そうした交通費等も勘案して、また他市町のそうしたいわゆる取り

組み状況等も調査研究しておりまして、引き続き現段階ではその検討をさせていただくと

いうことでよろしくお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） ６番。 

６番（道法知江君） ちょっと時間がないので。 

 統計書を見させていただきました。一番新しい統計書なんですけども、人口動態、自然

動態の中で、平成２１年、出生数がふえております。それまでは１８０からちょっと尐な

くなって１７０とか１８０名ぐらいだったんですけれども、２１年でぐんとふえてます。

こういったこともやはり妊婦健診１４回に若い方々の健診費用に対する助成がありました

のですごく助かっているという部分があると思います。 

 だけども、一方、右のほうを見ますと死産が１０名、これもとてつもなくふえておりま

す、死産が１０名。これは何なんだろうかっていうことをしっかり研究していただきたい

なって思います。あわせて、不育症、不妊症、不妊治療、そういうこともぜひ助成をして

いただければなというふうに本当に思っております。若いお母さんたちの声です。不育症

なんだっていうことをなかなか相談に、打ち明けられないと。心に秘めていて、夫婦の問

題にも発展して離婚にもなると。場合によっては、家族との、親族との問題にも発展して

いるっていうようなことも聞いておりますので、助成の仕方っていうことを本当に考えて

いただきたいなというように思っています。 

 一方では、自殺対策では本市は１５０万円ほどの予算を講じています。だけども、１人

の生命をはぐくむことの予算っていうのは果たしてどうなのかっていうことを考えます

と、しっかり不育、特に不育ですね、不育治療に関しては助成っていう形をまた前向きに

検討していただきたいなというふうに思っております。答弁書にもありました９０％ぐら

いが患者が出産が可能になるっていう御回答をいただいています。これ、多分８５％ぐら

いだと思うんですけれども、治療した人の患者の８５％が出産が可能になるっていうこと

です。治療に行かれないのは、やっぱり経済的なことがネックにあるからなかなか治療に

行かれないと。 

 私、先日県病院の原先生という生殖医療科の専門の先生のお話を伺いました。本当に早
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期が大切なんだと。晩婚化をしていますので、ちょっとでも来年でいいか、もう尐し先で

もいいかとなるとますます妊娠する可能性が低くなるので、本当に早いうちに来ていただ

きたいっていうことを言われておりました。ヘパリン注射等による保険適用も恐らく可能

になるんではないかというふうなことで言われておりましたので、積極的に不育に対して

の研究を推し進めていただきたいと思います。 

 ほかの市町では、不育症の治療に対する助成の例が出ています。一番最初にこの近辺で

行われたのは岡山県真庭市です。３０万円とか、そして近いところでは海田町がやっぱり

これも３０万円まで助成っていうふうなことが出ております。 

 全国の年間出産数、出産される方は約１１０万人、流産する確率は一般的に１５％と言

われている。年間２０万近い流産が発症されているっていうこともありましたので、しっ

かり不育治療に関しての勉強を進めていただきたい。１人の生命が地球よりも重いと、１

人の生命は地球より重いということを聞いております。命を守る取り組みの推進をぜひお

願いしたいと思います。 

 行政の優先順位は何なのかと、公的支援は一体何なのかと、公益性の高い支援が本当に

必要だと思うんですけども、本当に行政って、行政の優先順位は一体何なのかっていうふ

うに思いますので、ぜひ不育治療、また女性に対する支援を手厚くしていただきたいとい

うふうに思います。 

 また、本年最後の質問をさせていただきました。来年に向けて、本年よりもさらに明る

い未来が訪れることを祈りながら、これで再質問を終わらせていただきたいと思います。

まことにありがとうございました。 

議長（脇本茂紀君） 以上をもって道法知江さんの一般質問を終結いたします。 

 これをもって一般質問を終結いたします。 

 引き続き議案審議をやりたいと思います。 

 資料を皆さん持ってきてますか。 

（「持ってない」と呼ぶ者あり） 

議長（脇本茂紀君） じゃあ、１０分休憩いたします。 

              午前１１時２４分 休憩 

              午前１１時３２分 再開 

議長（脇本茂紀君） 休憩を閉じて会議を再開いたします。 

         ―――――――――――――――――――――― 
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  日程第４ 

議長（脇本茂紀君） 日程第４、議案第４７号財産の無償貸付けについてを議題といたし

ます。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（脇本茂紀君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第４７号財産の無償貸付けについて、提案の理由を御説明申し

上げます。 

 本案は、障害者の就労継続支援のための障害福祉サービス事業所として社会福祉法人あ

さひに無償で貸し付けている旧田万里小学校の校舎について、平成２４年１月３１日で貸

付期間が満了するため、同法人に引き続き無償で貸し付けることについて、地方自治法第

９６条第１項第６号の規定により議会の議決を求めるものであります。 

 無償で貸し付ける財産の概要につきましては、鉄筋コンクリートづくり地下１階、地上

３階建て、延べ床面積１，４０１平方メートルのうち２階部分の３６６．５９平方メート

ルを貸し付けるもので、その所在地は竹原市田万里町１２４１番地であります。 

 社会福祉法人あさひは、障害者の社会参加を進めるため就労の場を提供しており、平成

２４年２月１日から平成２９年１月３１日まで引き続き無償貸し付けを行うことにより、

地域との交流も図られ、田万里町のまちづくり及び同法人の安定した運営に寄与しようと

するものであります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（脇本茂紀君） これより質疑に入ります。 

 １４番。 

１４番（小坂智徳君） 今回障害福祉法人のあさひさんにこうしてお貸しをする、これは

別に異論はないし、いろんな意味で御苦労をされている敬意を表すわけでございます。 

 そういった中、二、三、御質問をしたいと思います。現在、私の記憶の中では、こうし

た無償貸し付け等々が若竹作業所あるいは東幼稚園、そして流通センター、忠海病院、い

ろいろとあろうと思いますが、全部で何カ所余りこうした無償の対象の土地があるのか、

それをまず１点。 

 そして、現在市長におかれましては、数年前から協働のまちづくり、市内７３余りある

自治会を１７に統合し、そして１４に今できておるわけでございます。しかし、こういっ
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た観点からいいますと、各地域によってはこうした校舎あるいはいろんな市内のある公共

施設等々をいろいろと無償で貸していただきたい、こういった要望が今後私は出てくるん

ではなかろうか、このような思いもするわけでございます。そして、もう一方では、老朽

化をしたいろんな公共施設でございます。そういったとこでどういった補修、手当てをし

て貸し付けをするのか、その点につきましても御答弁をいただきたいと思います。 

 また、そういったとき、例えばうちにも貸していただきたい、このようないろんな多岐

にわたりまして注文、要望があったときは、どういった選考基準、こういったものを設け

るべきではないか、このようにも思っておるわけでございますが、この点につきまして、

現在までどういった選考基準でやっているのか、あるいは今後どういった選考基準で無償

貸し付けをやっていくのか、この点につきましても御答弁をいただきたいと思います。 

 また、この校舎は現在は私が承知しておりますのは、１階部分は公民館等々へ貸し付け

て利用をされている、そして今回御提案のこの２階部分はあさひさんに貸し付けをしてい

る、そして３階部分は図書館の蔵書等々二十数万部ある図書館倉庫のほうに入らないから

この３階部分のほうに仮に倉庫として使っている、このような理解をしておるわけでござ

います。しかし、築後２８年余りをたちまして、ちょうど平成１６年には小学校の統合の

問題がありまして、この地元の皆さん方からいろんな要望が出ておるわけでございます。

それは、別個にいたしまして、町のシンボルである校舎、これをどういった活用方法をや

っていくのか、以上につきまして御答弁をいただきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 財政課長、答弁。 

財政課長（塚原一俊君） それでは、先ほどの質問についてお答えさせていただきます。 

 現在の無償貸し付けの件数ですけれども、名称も含めて紹介させていただきます。合計

で６件ございます。まず、竹原流通センター、そして仁賀集会所の自治会のほうへ貸し付

けております。あと、９月に認定いただきました若竹作業所ですね。それと、明星福祉

会、保育所の土地になります。それと、今回のあさひ作業所と忠海分院ですね、こちらの

計６カ所といった形になっております。 

 あと、老朽化施設への対応であるとか、選考基準でございますけれども、一応一定には

安全な施設という条件のもとに貸し付けを行うといった形になってこようかと思います。

選考基準につきましても、そういうことで条件になって貸し付けるということになってま

いりますけれども、選考基準の内容につきましては、一定的には公共性を維持するもので

あるとかそのようなもの、住民福祉の増進であるとか、そのようなものになってこようか
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と思っております。 

 あと、また１階の部分の公民館及び３階部分の図書館について、今後の活用方法ですけ

れども、現在のところはこのまま引き続きその用途の方向で使用してまいるつもりであり

ますけれども、今後地元等の要望がありましたら適宜対応していかなければならないもの

と考えております。 

 以上でございます。 

議長（脇本茂紀君） 協働のまちづくり等の要望とかという質問。 

 まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） いわゆる自治会が７６が１７地区ということではあ

りませんが、地域のまちづくりに当たって一番地域が活性化するエリアといいますか、地

域ということで、地域とお話をしながら１７地域で、議員御指摘のように、今現在１４地

区が設立し、地域の課題等に取り組んでいる状況であります。 

 その活動に当たっての施設ということの御質問だろうと思いますが、現在今先ほども申

しましたように、地域の活性化を図り、地域の団体等の連携をしながらよりよい地域をつ

くっていくという取り組みの中で、その活動の拠点についても今現在鋭意検討をしている

ところでありまして、いわゆる施設の拠点といいますか、活用については先ほどありまし

た学校の空きということもありましょうし、公民館を拠点にするということも今後地域組

織と連携をとりながら、今後拠点のあり方等についても鋭意進めてまいりたいと考えてお

りますので、よろしくお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） １４番。 

１４番（小坂智徳君） 私は、いろんな意味で申し上げたいのは、多分恐らく各自治会協

働のまちづくりそのものが１７の自治会組織がいろいろと協働のまちのいろんな活用方法

等々を今から先は要望等を言ってこられるんではなかろうか、そういった観点からある程

度の基準といったものは設けなくてはいけない。今、財政課長のほうが御答弁をされまし

たのは、公共性とかそういった立場で公平に無償の貸し付けをやっていきたい、これはも

ちろんでございますが、もう一点は、若竹にしてでもこのあさひにしてでも、いろんな意

味合いから言いまして弱者の立場のいわゆる一般的には光がなかなか当たらない、このよ

うな弱者の皆さん方にいろんな団体等々にも貸してあげるべきではなかろうか、このよう

な思いを個人的には持っておるわけでございます。 

 そういった観点から言いまして、ぜひある一定の基準というもんは設けていただきたい
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という思いがしておるもんで、その点につきまして再答弁をいただきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 財政課長、答弁。 

財政課長（塚原一俊君） 御質問いただいたとおり、その方向でいきたいと思います。 

 やはり無償貸し付けという意味はかなり大きい意味を持つと思いますので、公共性であ

るとか、また弱者のそういった方々への手だてといった方向で基準なり、作成に努めてま

いりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（脇本茂紀君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（脇本茂紀君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第５ 

議長（脇本茂紀君） 日程第５、議案第４８号道の駅たけはらの指定管理者の指定につい

てを議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（脇本茂紀君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第４８号道の駅たけはらの指定管理者の指定について、提案の

理由を御説明申し上げます。 

 本案は、地方自治法第２４４条の２第３項の規定により、道の駅たけはらの指定管理者

を指定するものであります。 

 指定管理者の選定につきましては、公募により指定管理者を募集したところ、３団体の

応募があり、道の駅たけはら指定管理者選定審査会を設置し、書類審査による１次審査及

びプレゼンテーションによる２次審査を行いました。その結果、評価点の最も高かった団
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体を適当を認め、平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの間、大新東株式会

社を指定管理者として指定するため、議会の議決を求めるものであります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（脇本茂紀君） 午後１時まで休憩いたします。 

              午前１１時４８分 休憩 

              午後 １時００分 再開 

議長（脇本茂紀君） 休憩を閉じて会議を再開します。 

 午前中に引き続き議案第４８号の審議を行います。 

 これより質疑に入ります。 

 １１番。 

１１番（松本 進君） それでは、この議題に対する質問をしてみたいと思います。 

 私は、今までこの公の施設をどう管理するかということで、これまでいろいろ指定管理

者制度の提案が出されました。それで、その検証といいますか、いろいろ課題なんかもこ

れまで申し上げてきて、これでいいのかなということも率直に提起をさせていただいてお

ります。それで、市長にまず今回道の駅の指定管理制度という提案ですから、公共施設を

こういう指定管理者で管理することが本当に適切な措置なのかなというそもそも論になる

かもしれませんけれども、お聞きしたいんですね。 

 それで、わかりやすい課題としてこれまでも申し上げてきましたけれども、現実に黒滝

ホームなんかを指定管理者制度として管理運営をして、いろいろ端的な言い方をすれば給

食調理場の食材の調達問題が地元調達ができなくなったという結果がありますし、福祉ス

テーションただのうみの問題では、私はこれまで率直に申し上げてきたのは、市の指定管

理料だけではもう初めから運営が成り立たないという仕組みの指定管理制度との活用であ

ります。それから、老人集会所等についても、本当に地域の高齢者の方々に使っていって

いただくための老人集会所、といった面ではいろいろ細かいことも含めた要望が出されま

す。 

 しかし、これに市として責任を持ってこたえ得るようなことがなかなかできない、とり

わけ指定管理者になったらできないというのが、現実が起こっております。それが、修正

とかいろいろやっぱりその指定管理者したけどもここが問題であって、改善すればよりよ

い方向に行くのならまだいいんですけども、そこがなかなか改善されておりません。先ほ

ど言ったような黒滝ホームの食材の外部委託っていうんですかね、地元ができない、調達
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できないということの、繰り返し私も決算等で指摘しておりますけども、改善できない。

私は、この改善できない仕組みもいろいろ分析をしておりますけれども、こういった今の

現状、いろいろ私としての課題を率直に申し上げました。そういった課題が修正できない

現実もあります、率直に言って。 

 そういったことから、今回の道の駅の指定管理者制度ということが本当に本来の公の施

設目的、住民福祉の向上というような運営ができるのかどうかということを率直に市長に

伺っておきたいと。要するに、課題が今まである、これを克服しないで今までやってこら

れている、そういったままで今度道の駅を指定管理でやった場合、本当にうまくいくのか

なというのが率直に第１点として伺っておきたいというふうに思います。 

 それから２点目は、公的施設の利用料金等を指定管理者にいろいろ収受させるというこ

とにもなっておりますし、これとの関係でお尋ねしたいのは、本来道の駅の分は企業に指

定管理者を指定するという提案でありますから、普通民間企業の場合はとりわけ収益、利

益がないと赤字でボランティアでいいわけにはいきませんから、赤字の場合は撤退せざる

を得ないということも起こり得るし、それとも逆にもうけた場合のということも起こりま

す。 

 ですから、２点目にお伺いしたいのは、公共施設、ここの道の駅で言えば十数億円の税

金投入した公共施設で一民間企業が利益が上がった場合はもうかる、その施設の使用料、

売り上げ等含めてうまくいけばもうかるということで、その企業から見たらそういった努

力をされるんでしょうけども、公共施設を使って利益を上げると、そういうことが起こり

ます。それで、今度は赤字の場合はどうするのかっていうこともお尋ねしたいのは、赤字

の場合は市が委託管理料を上げるか、そうでなければ今度は利用料金を市長の承認という

ことはありますけれども、市長の承認を得て管理者が利用料金を定めることができるとい

う規定になっております。ですから、市として指定管理料を余り上げたくなく思えばそう

いう利用料金も粛々かどうかわかりませんけども、やっぱり認めることになりますよね、

断る理由がなくなるということで値上げということを認めざるを得ないという仕組みにな

っております。 

 ですから、２点目に聞きたいのは、民間企業ですから利益を上げるのが最大の私は大き

な任務だという立場から、一つはもうけができたときにその収益なり、これはやっぱり民

間が納めることになります。企業が受け取ることになります。それと、私は住民福祉の目

的、公共施設の目的という分ではどう担保されるんかなということをお尋ねしたいと思う
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んですね。赤字の場合は、逆に市が補てんするんか、やむなく利用料金を上げることを認

めざるを得ないということを含めて、逆にサービスの低下につながるという危惧はありま

すから、２点目としては公の施設でもうけた場合の利益、住民の福祉に増進するという施

設の目的からどう担保されるんかなということを２点目としてお尋ねしておきたいという

ふうに考えています。 

 それから、３点目としては、率直にお聞きしたいのは、３点目として聞きたいのは、十

数億円を超える税金投入されて、率直に言って今回指定管理者といろいろ手続をとられて

市外業者がこの指定管理を受けると、そういった提案となっています。私が率直にここで

聞いておきたいのは、これだけの税金投入で地元業者の確保ができない、地元業者にこれ

が受注できなかったということについては、私は今仕事確保で本当に苦労されている地元

の方々の期待を大きく裏切る結果となるということは、私は明確だと思うんですね。 

 ですから、私は指定管理者なかってもいろんなやっぱり方法で地元業者への仕事を確保

ということは私は可能だったというふうに思いますけれども、結果としてこういうことに

なったと、こういう方向を選ばれたということについて、私は十数億円の税金投入した、

しかしそこでの地元企業、地元業者の仕事にはならなかったということについてどのよう

に認識されているんかなということを率直にお聞きしておきたいということが３点であり

ます。 

議長（脇本茂紀君） 産業振興課長、答弁。 

産業振興課長（中川隆二君） 失礼します。 

 ３点御質問いただきました。 

 まず、道の駅たけはらを指定管理者にしていいのかという御質問でございますけども、

今回道の駅たけはらにつきましては、設置目的が道路の利用者に対し良好な休憩場所を提

供し、地域情報の発信及び地元産品の販売による地域の活性化に寄与するとともに、地域

の防災拠点として市民の福祉の向上を図ることを目的として設置をした施設でございま

す。 

 他の公共施設と比べまして、道の駅が利用者の側から見た特徴としまして、物産である

とか飲食の提供であるというような、いわゆる利用料金、使用料以外の収入をもって運営

できる施設にもなっておるというのが大きな特徴でございます。したがいまして、こうい

う収益、物販事業に関するノウハウを持ち合わせていない市にとって設立当初から、設置

当初から、開設のときから指定管理者制度で運営していくことが望ましいという方針のも
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とで、前回、２１年市内業者に限定をして指定管理、公募を行いましたところ不調に終わ

ったという経緯がございます。 

 それを踏まえまして、今回も市内業者から市外業者に門戸を広げましたけども、今回の

説明会においては市内業者が８社、市外業者が６社というようなことで１４団体から説明

会へ参加をしていただきましたけども、結果として３団体はすべて市外の業者の方が応募

をされてこられまして、市内業者からの応募がなかったということは、我々としても非常

に残念な結果だったというふうに認識をしております。 

 したがいまして、指定管理者制度を活用することを想定しながらこれまで取り組みを進

めてまいりましたので、民間の能力、ノウハウを活用する中で、そういう能力のある管理

者に包括的に管理をお願いしたいということでこれまで事務を進めておりますので、その

点は御理解をいただきたいというふうに思います。 

 それから、２点目の収益の取り扱いについての御質問でございますけども、収益につき

ましては、今回指定議案に出しております業者につきましては、収益が出た場合は５割を

地元に還元しますという形で御提案をいただいております。それから、赤字が出た場合の

市の対応ということについては、この後補正予算で債務負担行為の議決をいただく予定に

しておりますけども、その中で１年度の限度額１，５００万円の３年間ということで、単

年度で１，５００万円を超えた管理料のお支払いをする予定はございません。したがいま

して、赤字が出た場合も企業側のリスクとして説明会当初から御説明を申し上げて、それ

で参加をいただいているということでございます。 

 それから、地元業者がとれなかったということにつきましては、１点目の御質問で申し

ましたように、市内の業者の方も説明会には御参加をいただいた中で、我々としても応募

がなかった、また申請がない以上は地元の業者を候補者として選定することはできないわ

けでございますので、そのように御理解をいただければというふうに思いますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） １１番。 

１１番（松本 進君） まず、第１点目の公の施設を指定管理者としてやることの課題を

私は３点例を挙げて申し上げました。 

 そこで、そういった課題が調整なり、いろいろやっぱり解決できるという方向で調整さ

れているならいろいろ問題も起こらないと思うんですね。先ほど言ったように、黒滝ホー

ムの分では、指定管理者になって給食食材の分が、給食の地元調達ができなくなったと。
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これは、なぜできなくなったんかということでは、いろいろやっぱりそうなれば地域の振

興に大きな悪影響を与えるわけですから、それはやっぱり避けなくてはいけないというこ

とがわかっていて、それは調整できるなら、今までやってるならいいんだけどもね。 

 しかし、現実としてはこのシステムの中に問題があって、要するに私が緊急措置として

はやっぱり支援措置が要るんだけどもそれさえもやっておられないということで、大変心

配するのは、今後こういういろんな課題が起こるというふうに私は心配しておりますの

で、そういったときに先ほど言ったような調整が、問題解決ができるのかどうかを再質問

として伺っておきたいと思うんですね。 

 それから、２点目の収益の扱いの問題で質問いたしました。 

 私は、５０％だろうが１００％だろうが、こういった指定管理で公の施設ですよね、１

００％税金投入やった公共施設ですよ。ですから、民間の商売する方が、いろんな例えば

商売しようと思うとって建物や土地やいろんな準備をされて、そこで商売をされる、事業

をされる、そこでいろいろもうけたり、頑張って取り組んでもうけるというのは大変いい

ことだと思うんですけども、私が肝心なところちょっと整理しておきたいのは、税金でつ

くった建物で利益を上げる、まあ赤字のときもありますけども、利益を上げる、そこで利

益を確かに仕組み上は民間企業ですからそういう５０％とかいろいろ言われるんでしょう

けども、今の配分で５０％、黒字のときは、利益のときは５０％竹原市のほうに入るとい

う説明でしょうけれども、あとの５０％は指定管理者に残るわけですから、そこをもう一

度。私は、税金でつくった建物で利益を上げる、そこがそのことと公の施設は住民福祉の

ためにあるよと、そのために設置するんだよということが大きな目的があるわけですか

ら、そこの関係を民間がさっき商売やってるんとは違うと思いますので、こういった指定

管理者でのそういった収益の扱いをどう認識されてるのかなということをもう一度確認し

ておきたいと思います。 

 それから、これだけの税金を投入した建物で、３点目の問題は市外業者が指定管理にな

るということでありました。ですから、要するにこの指定管理そのものに、指定管理制度

で管理してもらっていいのかっていうそもそも論になるかもしれませんけれども、いろい

ろやっぱり工夫すればこういった指定管理で公募型でやったらこういう結果になるという

のはわかります。 

 ですから、私はだれが考えてもあの何十億円つぎ込んで、十数億円つぎ込んで市内業者

が仕事ができないと、これはどう考えても私は大きな課題が残ることは間違いない。だか
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ら、そこは市長率直にやっぱり市民に説明責任することがやっぱり必要だと思うんです

ね。ですから、そこは大きな期待があると、それを完全に裏切るという結果になってるわ

けですから、そこはきちっと説明責任を果たしていただきたいなということでお答えいた

だければと。 

議長（脇本茂紀君） 産業振興課長、答弁。 

産業振興課長（中川隆二君） 失礼します。 

 まず、指定管理者制度については、議員御質問にありますけども、我々としましては施

設の設置目的、これについてケース・バイ・ケースでいろいろと考えていかなければいけ

ないのではないかというふうに思っております。 

 まず、繰り返しになりますけども、道の駅の特徴としまして、先ほど申しましたよう

に、物産、飲食等の提供ということで、利用料金、使用料でない自主的な収益の部分でも

って運営ができる部分が道の駅についてはほぼ全額とは言いませんけども、さきの委員会

で資料をお渡ししてるように、利用料金で言うと今年度の上半期で言うと約６０万円、そ

うした中で、その他の物産、飲食の提供による年間収益といいますか、年間販売額がほと

んどの部分で今回管理を運営するというようなことが全国的に見ても道の駅の特徴として

ございますので、その運営費用に基づいて我々としては公共施設として、例えば観光情報

の提供であるとか、そういう公共部門の管理もお願いをするということでございますの

で、一定の公共部門の管理に係る経費を指定管理料としてお支払いするということでこれ

まで事務を進めてきております。 

 そうした中で、やはり先ほども言いましたように、民間ノウハウによるそういう安定的

な経営を目指すものであれば、民間ノウハウを活用したそういう収益部門のまず確保とい

うのは民間としてはまず第一義に考えてということになろうかと思いますので、そういう

部分では前回不調になった部分ではまだ収益の状況等が示されてない中で提案内容につい

ても今回とは比較できない程度のレベルであったというふうに認識をしておりまして、今

回御提案いただいた３社からの提案につきましては、前回よりはるかにレベルが高い内容

になっておるというのは、あくまでもそういう民間のノウハウが我々が直営で実施をして

きた実績に基づいて提案をいただいたというようなことで、もうわかるのではないかとい

うふうに思っております。 

 したがいまして、その収益の部分についても、確かに今回この大新東さんのほうが収益

を出したと、黒字になったという部分での５割の還元という御提案ありますけども、その
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収益活動の中には市内の出品者等の物販売り上げも含まれた中での収益ということになる

わけでございますので、そういう部分では地元の業者がとらなかったからということで全

く地元にそういうメリット、効果がないということにはならないというふうに考えており

ますので、御理解のほどよろしくお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） １１番。 

１１番（松本 進君） １の公共施設の管理の問題で、私がいろいろ課題を申し上げまし

た、具体例を挙げてね。ただ、それがケース・バイ・ケースで対応するんだと言われるん

だけれども、率直に言えば、その対応ができていないじゃないかということを私は申し上

げたいんですね。 

 それで、できる、改善できるならいいんですよ、まだ尐なくとも。しかし、指定管理者

だからこそできないんですよ、そこは。課題がわかっとってもね。それとか、忠海の駅の

問題でも初めからもう市の指定管理料ではできない、よその収益を当てにしたそういう運

営になってるわけですからね。ですから、いろんな方にそこで頑張っておられる管理者の

方は本当に御苦労が多いと思いますよね。だから、いろんな施設目的のために頑張ってお

られる、ここは物すごいわかりますよ。しかし、そこなら市のほうが、例えば管理料を上

げるとか、その公共施設の目的を果たすためにそこの地域の地元の方に犠牲と負担だけを

押しつけるだけじゃなくて、しっかりと公共施設という目的があるわけですから、そこは

担保できるように指定管理料を増額するとか、さっき言った地元食材の問題も一緒ですよ

ね。そこの改善をしないとこれは問題が解決しませんよ。 

 だから、ケース・バイ・ケースで対応するんだというのは、実際問題はできない。ここ

に指定管理者問題の大きな問題が私は残されているということを率直に指摘しておきたい

と思います。 

 それから、収益の問題は、ちょっと確かにいろいろ民間のノウハウとか言われるんだけ

れども、そこも税金で使ったいろんな物販とかいろんなもん、レストランとかいろんな収

益事業をやられるんでしょうけども、公共施設ですからね。そこでもうけて収益を上げ

る、それがやっぱり５０％だろうが何ぼだろうが、企業だから一定のもうけが必要だとい

う説明でしょうけども、私がここで税金を使った分で住民の福祉のために本来は１００％

還元すべきだというのが私は率直に言いたいんですよ。しかし、指定管理者だからそこは

もうこういった問題が起こるわけですよね。 

 ですから、私はそこの説明が税金でやった分を施設で１００％、まあもうけたとしたら



- 156 - 

もうけたそれを１００％住民に還元できない制度が指定管理者制度じゃないかということ

を言ってるわけですよ。そこをもう一回何か説明あればしていただきたいというふうに思

います。 

 それと、その収益の扱いでちょっともう一回言いたいのは、上限が、指定管理料が、あ

と債務負担行為で出ますけれども、１年が１，５００万円の指定管理料が条件だというこ

とで、確かにやるからには赤字じゃないように頑張っていただきたいというのはだれもが

思いますけれども、いろいろそれは商売の、いろいろやっぱり事業ですからプラス・マイ

ナス、赤字とか黒字とかということは起こり得るわけですから、ここで確認したいのはそ

の上限ということになれば、それ以上もう決して出さないということになればいろんなや

っぱりそこの収益を上げるための、そこでもうけをふやさないと企業としては成り立ちま

せんよね、だれ考えても。だから、赤字なのにずっとこの企業がおるはずがない、だれが

考えてもね。これは、私は常識だと思うんですけども、そうじゃないよ、この企業は赤字

であろうがずっとおるんよっていうことは言えないと思うんですよね。そうしたら、施設

の利用料を上げるか、いろんなその物販での収益を上げるしかないんですよ。上限を上げ

ない限りね。だから、私もこの１，５００万円を青天井でとは言いませんけども、そりゃ

あそこしかないんです、これを上げんかったら別のとこで利益を確保する、収入を確保す

るしかないでしょ。その場合は、施設の使用料が上がるかもしれない、それはもう仕方が

ないよって言うて認めることになるんじゃないですかということを言ってるわけですね。 

 ですから、契約してからそれはすぐ先のことだからわからんよという答弁ではなくて、

はっきりと赤字のときは上限だから、１，５００万円の上限だから、それはやっぱり普通

の企業体から見たらどっかで値上げしないと成り立たんわけですからね。そんなふうに理

解していいですかということを確認しておきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 産業振興課長、答弁。 

産業振興課長（中川隆二君） 今回指定管理者の候補者として今回議案に上げております

事業者につきましては、今議員のほうから御質問がありましたすべての項目に関しては審

査会ということで提案いただいた３社の中からそれぞれ会社の財務諸表であるとか、そう

いう経営状況も踏まえ、今回申請に係る事業計画書、中期的な５カ年の収支計画書をあわ

せて提出をしていただいてるものでございます。 

 そうした中で、赤字になったら市が補てんをするのかと、それについてはいたしませ

ん。また、設置管理条例に上げております使用料の別表、これが使用料の上限額になりま
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すので、幾ら赤字になっても指定管理者としてはこの条例に定める金額以上の使用料を徴

収することはできないということになっております。 

 それから、また１回目の御質問の繰り返しになりますけども、道の駅の特徴としては、

先ほど言いましたような収益、物販事業による運営費が大きなウエートを占めております

ので、その中で利用料金が値上げをされるというようなことはあってはならない、またそ

この部分については指定管理者が包括的に管理をするとはいえ、我々も市民も含めてチェ

ック体制というのが義務づけられておりますので、これについては月報であるとか年報で

あるとかということで収支の状況をつぶさに把握をしまして、その中で仮に赤字のような

体質が見られる場合には改善計画を求めるというようなことで、指定期間中にそういう場

面場面で改善を求めていくということになろうと思いますので、その辺についてはぜひ御

理解をいただきたいと思います。 

 以上でございます。 

議長（脇本茂紀君） １４番。 

１４番（小坂智徳君） 二、三点お尋ねをしたいと思います。 

 まず、昨日私は担当委員会でないもんで委員会の傍聴をさせていただいたんですが、前

回の委員会あるいは議運等々で説明が十分ではなかった、あるいは各委員の皆さん方が資

料が尐ないんではなかろうか、こういった委員会でのやりとりではなかったかと思いま

す。しかし、昨日は大変丁寧な資料がたくさん出てきたわけなんですね。まず、冒頭に言

いたいのは、なぜ当初の委員会のときにこれが提出できないのか、その理由をお聞かせを

いただきたい。 

 私は、大変失礼な表現になるわけでございますが、議員の数も１４名になった、あるい

は１年生、２年生が８人余りいる、そして若い委員長の担当委員会の委員長さん方、こう

いったことで何とかすんなりといくんではなかろうか、こういった思いも私自身は持つわ

けでございます。従来の議会、委員会ではまだまだ丁寧な説明資料等々があったわけでご

ざいますが、今言いましたように、この点につきまして、後からなぜたくさんの資料が出

たのか、この点について御答弁。 

 そして、よく言われますのは、ホームページ等々で開示をしている、それを見ていただ

きたい。じゃあ、今の１４名の議員の方々が、全部の方々がホームページを見ていらっし

ゃるかというと、なかなか見ていらっしゃらない方もある。こういった不備があるんでは

ないか、こういったことでございます。 
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 そして、今回指定管理になろうとされているこの大新東、いわゆるシダックスの子会社

１００％丸々でございます。今までは官公庁の運行管理、運転業務、こういった業務をさ

れていらっしゃった。そして、最近では全国各地のいろんな官公庁のいろんな仕事を受注

をされている。そして、私がお尋ねをしたいのは、全国で道の駅たけはらが今回なれば初

めてなのか、あるいは今までどっかで実績があるのか、この点につきまして御答弁をいた

だきたい。 

 そして、これは確認ですが、従来今日まで、３月までは直営でやっていく、これは議会

のほうも一定の理解をしたわけでございます。しかし、今まで我々議員に説明があったの

は、商工会議所を中心とした地域ブランド活性協議会ですか、こういったものでいろいろ

と取り決めをやっていきたい、こういった御提示がありまして今日まで来たわけでござい

ます。参考に、この協議会等々が、恐らく市が６名あるいは会議所が７名、こういった構

成ではなかったかと思いますが、何回開催をされて、今日まで運営等々において携わって

いろんな意見の開陳をされたのか、この点につきまして参考のために御答弁をいただきた

いと思います。 

 そして、前回の一般質問でも指摘をいたしましたように、いわゆる統括マネジャー、こ

ういった方を雇用をされていらっしゃるわけでございます。この方は、この指定管理者の

会社になった場合はどういった職責になるのか、この点につきまして。 

 そして、もう一点は、フランス料理等々これも継続をしていく、そういった項目も契約

書の中にあるのか、この点につきましても御答弁をいただきたいと思います。 

 そして、きのうは傍聴をしておりまして、たまたまたくさんの資料を見る中で、次に出

てきますバンブーの指定管理者等々の中には、項目の中に市内の業者育成のために人材の

雇用あるいは物品あるいは業務等々には可能な限り竹原市内に本店、支店、営業所、こう

いったところから活用をいただきたい、こういった文言がバンブー関係の指定管理者の中

の項目にはあるわけでございます。じゃあ、この道の駅の指定管理者の中にこういった文

言がどこにあるのか、この点につきましても御答弁をいただきたいと思います。 

 以上です。 

議長（脇本茂紀君） 産業振興課長、答弁。 

産業振興課長（中川隆二君） 失礼します。 

 ６点ほど御質問いただきました。 

 まず、１点目の資料不足はどうかということで、これにつきましては大変申しわけござ
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いませんでした。我々のほうとしましても委員会資料、これを指定管理の指定を受ける場

合の前例踏襲といいますか、そういった中で従来どおりの資料ということで御提示をさせ

ていただきまして、さきの常任委員会でも御指摘をいただき、今回の委員会のほうで追加

で資料提供をさせていただいたということで、今回の反省を踏まえまして、特に注目をさ

れている道の駅ということをもう一度肝に銘じまして、今後適切に資料のほうは御提供し

ていきたいというふうに思っております。 

 それから、もう一点としましては、その審査の状況、今議員のほうから御指摘をいただ

きましたように、今回の審査過程につきましてはすべてホームページで公開質問等の質

疑、回答のやりとり等も公開をさせていただいておりましたので、その辺についても議会

に対して資料を特別に用意をするというような配慮が足りなかったということで反省をし

ておりますので、今後について適切に資料提供していきたいと思いますので、御理解のほ

どよろしくお願いいたします。 

 それから、今回指定で上程をしています業者の実績ということでございますけども、こ

れにつきましては、岡山県内の道の駅を既に指定管理を受けている実績がある事業者でご

ざいます。 

 それから、３点目の地域ブランド協議会の開催状況ということでございますが、設立の

会議を含めまして３回開催をしております。内容につきましては、決算であるとかそうい

う経営状況の御報告ということで開催をさせていただいております。 

 それから、４点目の現在の統括マネジャーの今後の処遇ということでございますけど

も、これにつきましては今回この事業者の指定議決をいただいた後に指定事業者のほうが

現行スタッフ、現有のスタッフも含めまして、統括マネジャーも含めて再雇用というよう

なことで我々のほうからは一定に配慮をしてくれということでお願いをしている状況で、

今後面接等々によりまして各現行のスタッフさんの処遇が事業者のほうとの交渉の中で決

定していくものという状況でございます。 

 それから、レストランの形態についての御質問ですが、これについては応募要領、業務

仕様書に基づく現場説明会をした際に、冒頭副市長のほうから申請の希望者、参加者です

ね、現場説明会の参加者に対してできる限り現行の形態を継続してほしいというようなこ

とも御説明を申し上げてる状態でございますので、今回の申請内容、提案書の内容におき

ましても、基本的には現行形態を継続するということで御提案をいただいておる状況でご

ざいます。 
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 それから、市内業者を優先するということにつきましては、直接的に業務仕様書、応募

要領等に記載はないものにしても、先ほど言いましたように、説明会や提案内容、また審

査会等でその辺の質疑を行っておりまして、できる限り市内を優先するようにというよう

なことでは我々のほうもお願いといいますか、配慮をお願いしておりますので、申請内容

についてもそういう物品等の調達については市内を優先するというようなことで御提案を

いただいているということで、以上、御理解のほどよろしくお願いします。 

議長（脇本茂紀君） １４番。 

１４番（小坂智徳君） ありがとうございます。 

 まず、資料ですが、親切丁寧に今後もやっていただきたい。また、いろんな大きな事業

あるいは案件においては中間報告、そういった委員会の開催、理事者側のほうからででも

委員会開催、こういったことをやっていただければより理解が各委員の皆さん方、議員の

方々には理解ができるんではないか、こういった要望をしときたいと思います。 

 また、協議会、これはもう指定管理者になりましたら、この協議会のほうは解散という

ような解釈でいいのか、いや今後も生きていろいろとアドバイス等々、違った視点から会

議所あるいは市の職員で構成をするこの協議会からいろいろと意見の開陳をする、こうい

った解釈でいいのか、この点につきまして御答弁をいただきたい。 

 そして、フランス料理等々、万が一この大新東さんがいやもうこれは採算ベースが合わ

んし、違う形態でうどん、そば、あるいは洋食専門にやりたい、こういったときはそれも

可能なのか、参考のために教えていただきたいと思います。 

 また、最後の市内のこれは大事なことなんですが、私がお聞きしたのはバンブーの指定

管理者の中には募集要項の中には明記をしてある、この道の駅のほうには明記をしてある

んですかということがまず１点、してあればいいわけです。今聞いたのは、何となしに口

頭で言っているような感じがするもんで、これが一番竹原の商工業の皆さん方にとっては

不安材料あるいは先ほど１１番議員が指摘をされましたように黒滝ホームの事例を見まし

ても、当初は地元で購入をしていても、もちろん企業努力、営業努力も商店の方々足らな

かった面もあろうと思いますが、価格が合わない、そういったような理由で他の市、町か

ら購入をする、こういった事例は私はあるんではないか、このように思うわけでございま

して、この点につきましても御答弁をいただきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 産業振興課長、答弁。 

産業振興課長（中川隆二君） 地域ブランド協議会の今後のということでございますけど
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も、まず地域ブランド協議会につきましては、新たな産品開発を目的に設立をしておりま

したけども、道の駅が直営管理に変わったことによります受け皿としての役目ということ

で、ここ１年についてはその道の駅の物販部門の管理運営を中心にお任せをしてきたとい

うようなところがあろうと思います。 

 本来、そういう産品開発の目的のために設立をしている会でございますので、今年度、

２３年度末をもってこの本日の指定議決をいただきますと２４年４月１日からは指定管理

者が道の駅を運営するということで、この協議会については今市と会議所だけで構成をし

ておりますけども、関係する食に関する関係団体とか農林水産の関係団体等も巻き込んだ

形でそういう産品開発の会議として継続をしていきたいというふうに考えております。 

 それから、レストランの業種変更につきましては、これについては３点目の市内優先の

ことにも関連してくるんですけども、指定管理を運営していく上で管理の協定書というの

がありますけれども、これを中心に今回お配りしております業務仕様書、それから申請者

が出された事業計画書、この３点をすべて包括して我々は管理をチェックしていくという

ことになりますので、そこに書かれてあることについてはできるものということで、でき

ない場合は改善を求めていくということになると思いますので、そのように御理解をいた

だければというふうに思います。 

 以上でございます。 

議長（脇本茂紀君） １４番。 

１４番（小坂智徳君） 最後の地産地消あるいは地元のいろんな物品購入、あるいは雇

用、こういったことはぜひ今後も強く申し入れていただき、もしこの指定管理が議決をさ

れれば、そういったことを申し添えておきたいと思います。 

 答弁はいいです。 

議長（脇本茂紀君） １２番。 

１２番（吉田 基君） 松本さんの質問、また小坂議員の質問に重複する面が多尐あるか

もわかりませんが、これ基本的に私も十数億円のいわゆる公金において道の駅の設立を迎

え、直営を１年半、そして今後３年間指定管理者制度においてやっていくという、これも

ともとずっと考えていけば警察署の跡地ということで、市長並びに理事者の皆さんがまた

大変な努力をして今日の形に至ったということについては評価もいたしますし、ありがた

いと、このようにも思います。 

 ただ、一言私なりに思うことは、松本議員も多分ほとんどの、もしかしたら市長もその
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ように思ってるかもわかりませんが、なぜ地元のそういう団体がやっていただけなかった

のかなという、そういう残念な気持ちですね。と申しますのも、黒滝の老人ホーム、当初

間違っているかもわかりませんが、地産地消、地元の食材を購入していくという、こうい

う話の中で、それでは運営というかコストの問題で食材をもう大量購入していきたいとか

というお話もあったやに伺っております。 

 また、給食センターの民間委託、そういうことの裏の中に何があるかというと、私一番

言いたいのは地元の衰退ということが、ちょっとそれは地元が努力しないからこれやむを

得ないよという考え方も一方にはあります。そこのかじ取りをどのようにやっていくかと

いうのも、また行政に課せられた大きな職責といいますか、使命ではないかと、このよう

に思う点があると思うんですね。 

 昨日の委員会でバンブー・ジョイ・ハイランドの４０億円近い経費を投入したバンブー

運動公園の運営についても指定管理者制度を行っていくと、これも一定の理解はいたして

おります。この指定管理者制度の中にもっといい制度があれば一番いいわけですが、試行

錯誤の中で私たちはいろいろな行政運営をしていくという大変な思いを課せられておる

と、このように思います。 

 そこで、お願いといいますか、私たちの思いというものをこの道の駅の指定管理者制度

を行うに当たってお話ししときたいという思いで質疑に立ったわけであります。なぜ、こ

の竹原でこの道の駅を担っていこうとする団体がなかったのか、その点について、まず思

うに、一定の直営期間１年半ありました。そして、このたび３年間という間、新たに本日

の議決をもって指定管理者となるＡ社、これは私はトータルで考えてやむを得ないと思っ

ております。しかし、３年間の間、何か大きな問題があったり、そごがあったり、予期せ

ぬ、想定できぬことがあった場合に、理事者側として毅然として対応をしていくことは信

用もしておりますし、またそうしなければならないというふうに思います。 

 ここでお尋ねしたいのは、３年後どのようにやっていくか、直営、そして指定管理者制

度というふうに４年半道の駅の運営をされるわけでありますが、４年半という時間の間に

次のときには何らかの形で育成と申しますか、育てていくことによって地元においてこの

道の駅の運営をできる一定の形で何とかならないかなというのが私の思いであります。 

 ここに、指定管理者が指示に従わないときは契約を解除することができるというふうに

ありますが、また利益５０％分け合うという一つの約束事、今日中国５県、９０カ所以上

の道の駅があるやにお伺いいたしております。そういう中において、３年間の道の駅の指
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定管理者制度において理事者側の私のトータルの質問に対して、とりわけお伺いしておき

たいのは４年半の竹原市としての経緯の中での将来展望について柔軟性を持って対応して

いくということを考えていただきたい。その点について、できれば市長にお伺いしたいと

思いますが、詳しい。 

 もう一つ、私お伺いしときたいのは、今までの審査会とか公募した事業者が作文をしま

す。そういったことが地元として、団体として、地元の団体が大きな障害になってるとい

うことも指摘しておきたいと思います。作文は、国の役人でもどこの大企業でも上手に書

くんですね。素朴なこの田舎で育ってきた私たちにとっては、そういうことが大変苦手な

んですよ。それをもって公募の審査の中での過程が即本当に道の駅の運営に１００％、い

や８０％、７０％発揮されるかどうかというのは、この３年間ですから、もっとそういう

意味では竹原市が育てていくということを今後やっていただきたいということもあわせ

て、重ねるようですが、重複をするようですけど、この点についてお伺いしときます。 

議長（脇本茂紀君） 副市長、答弁。 

副市長（三好晶伸君） 現下におけます竹原市の１次産業、いわゆる農業あるいは漁業、

ここらあたりが労働力が減尐あるいは担い手が育ってないというようなことも含めて、地

元におけるそういった産品というものがなかなか市内全般に調達ができていないというよ

うなこともございます。 

 そういったことで、地元のそういった衰退もあわせた中で指定管理者制度における今ま

での先ほど御指摘のありました黒滝ホームとか給食センターのほうで従来のような形での

地元納入業者の調達ができていないというのは事実でございますし、そこらについても今

指定管理者のほうへは極力地元調達をしてほしいというような御指摘もさせていただいて

いるところであります。 

 そして、そういった状況の中で、このたびの道の駅たけはら、この指定管理者制度につ

いては、先ほど来中川課長のほうから申し上げましてるように、今回は一応指定管理期間

が３年ということでございまして、その中で各年において指定管理者が行ってきたことを

まずは検証いたします。検証したことについて、改善、見直し、これもこの協議の中で進

めていくというようなことが最前提にありますから、先ほど御指摘のあった地元育成、あ

るいは極力オール竹原というもので臨むということについては我々も全く同感でございま

すから、そういった状況の中で進めていきたいというように考えております。 

 また、２点目の審査の方法等についても、大変地元のそういった申請者のほうからそう
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いった苦情、御苦言があったということも我々も多尐聞いております。そういったことも

次回、３年後にはそういった一年一年のこれからの検証を踏まえて３年、４年後の形態に

ついても十分検討して、適切な方法で４年後を迎えたいというように考えております。 

議長（脇本茂紀君） １２番。 

１２番（吉田 基君） 大変前向きな御答弁をいただきまして恐縮に思っております。 

 苦悩の上に一歩一歩進化させていくというか、その点についてはたまには思いというも

のが食い違うこともあるんですけど、なかなか実行していく理事者側の立場というのは苦

しい点も理解して言っているわけであります。細かいことを聞くようなんですけど、検証

して是正させて、この間も委員会で尐し資料のないときに指摘したんですが、１年目で様

子を見て、２年目で改善勧告、それにおいて改善するか否かという、そしてもう３年間だ

ったらどうしてもこの次の受け皿があるんであれば大丈夫ですけど、そういうシステムに

もちょっと矛盾が、説得力のないというか、そういう点があるのではないかと、こう思い

ます。 

 その点について、どう御返事ということではないんですけど、この施設というものは御

存じのように普通レストランやる、何やる、かにやる、１，５００万円もらってやるとい

ったら、私からすれば大変おいしい話なんですね。普通だったら、自分で土地買って、家

建って、そしてレストランやる、毎月毎月ローンを払ってお客さんを呼んでくる、そして

経営を軌道に乗せていくというのが一般の事業ですね。当然公共性持ってますよ、道の

駅。しかし、１，５００万円もらうわけですね、ずっと基本的な経費というものはね。 

 そういう点について、やっぱりこういうことの中で対応するんであれば、そういう１

年、２年という、副市長がさっき言ったからお言葉を返すわけじゃないんですけど、そん

なことでは僕は対処できないんじゃないかなという。だから、３年間なら３年間、次の受

け皿づくりのためにやっぱり方向性として。今答弁はできないと思うんですよ、まだこれ

からスタートするわけですから。そこは市長、心にして３年間の間にできるかどうかも課

題ですからね。また３年先だろうという考え方もあるし、しかしながらそんなこと言っと

ったら３年はすぐ来てしまうし、我々もそのとき議員やってるかどうかわからないし、そ

んなことを思うから、今ここでいま一歩の姿勢というものを私たちに表明していただい

て、できる、できないは別に努力をしていくという、この３年間でね。指定管理者制度の

いいとこ、悪いとこがあるということを僕も思ってるんですよ。ただ、制度の中では今行

政がとり得る手段としてはよりよい手段であるという、管理体制である、親方日の丸がや



- 165 - 

るよりは絶対いいだろうというのは私も認識いたしております。そういう難しさを持った

お話とは存じますけど、そういうことに対して、３年先のことに対して、やはりこの制度

をやっていくということの中での苦悩もあるとは思いますけど、ぜひいま一歩の前向きな

お話をお聞きしておきたいと、このように思います。 

議長（脇本茂紀君） 副市長、答弁。 

副市長（三好晶伸君） 道の駅たけはらは、竹原市が３年前に現下の人口減尐あるいは景

気の低迷といった、ややもすれば衰退化しつつ竹原市において、将来そういった不安な面

がある中で、浮沈をかけたこの事業、これを何とか成功させなくてはならないという一心

のもとにきょうまでやってまいりました。 

 そして、正直言いまして、今回こういった道の駅たけはらのような運営形態というのも

竹原市では初めての経験でございました。それで、議会も含めてオール竹原、会議所も含

めていろんな形で御助言なり御指導なりいただきながら今日まで来たわけでございます。

これを今回の２４年４月からの新たな指定管理者を迎えるに当たって、これはこの３年間

は本当に短いと思います。その中で将来あるべき姿というものを確実に見出して前向きに

進めてまいりたいということで御理解をいただきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） ５番。 

５番（大川弘雄君） 私は、持論として給食センターのようなものは直営で安全第一を追

求し、道の駅のようなものは民間において活力を目指していただきたい、このように考え

ております。今回の大新東株式会社さんにはぜひ頑張っていただいて、竹原を活気づけて

いただく方法で続けていっていただきたいというふうな思いでいっぱいです。 

 なお、この委員会が、私はこの担当委員会が違いますので単純なところですけども確認

のために５点ほど質問します。 

 まず１点目は、市外業者を選定したわけですけども、この場合プロポーザルという作文

において決まったということもあります。竹原市民の雇用促進にどのようにつながるの

か、もう一度確認させてください。 

 そして、先ほどもありましたけども、フランス料理を続けていただきたいという旨があ

りました。なぜそこにこだわるのか。 

 ３点目、今回は利益が出たときにはフィフティー・フィフティー、これで分け合うとい

う提案があったようです。これは、ほかの２社ではあったんですか、なかったのですか。

この１社だけの提案ですか。 
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 ４点目、駐車場がどうしても不足しているように感じます。この増設に努める必要があ

ると思いますが、いかがですか。 

 最後に、私が一般質問で行いました竹原の水、これを直営店で販売するというふうな答

弁がありましたが、これが直営店でなくなった場合にはどのような対応をするつもりでし

ょうか。 

 ５点、お聞きします。 

議長（脇本茂紀君） 産業振興課長、答弁。 

産業振興課長（中川隆二君） 失礼します。 

 まず、地元の雇用促進はどのように図られるのかという御質問でございますけども、こ

れにつきましては、先ほども尐し触れさせていただきましたけども、今後この事業者にお

いて現有スタッフとの面接等による再雇用について配慮をしていただけるものというふう

に思っております。 

 それから、２点目のフランス料理にこだわる理由ということでございますけども、これ

については我々が直営で開設をする当初に御説明を申し上げておりますけども、周辺の飲

食業者に配慮をして、そういうバッティングしないような業種形態にして、なおかつ要す

るに竹原市に今現在ないというような業種業態にこだわって、レストランだけで集客が見

込めるようにということで管理運営計画を定め今日まで来ておりまして、これにつきまし

ても若干夜の業績については課題はありますけども、お昼のランチについては一定の成果

が得られているというようなことで、引き続きの形態をお願いをしたいということで説明

をしております。 

 それから、利益還元につきましては、３社の提案のうち還元をということで５割還元と

いうようなことでの直接的な還元を提案した業者は１社のみでございました。 

 それから、駐車場の不足につきましては、これについては用地の問題もありますので、

今現在、例えば土日祝日等は市役所の職員駐車場を開放したりというようなことで対応し

ておりますので、すぐにの対応にはならないと思いますけども、我々としましても駐車場

不足については何らかの対策が必要ではないかというようなことは感じておりますので、

そのように御理解をいただきたいと思います。 

 それから、水の問題につきましては、民間の指定管理者に移行したとはいえ、道の駅た

けはらという公共施設の部分の形態は残っておるというか、ございますので、引き続き販

売をされるのではないかというふうに考えております。 
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 以上でございます。 

議長（脇本茂紀君） ５番。 

５番（大川弘雄君） 雇用のところですけども、要はプロポーザルでやったわけですよ

ね。ですから、この雇用にしても、利益が出たときに５０対５０になるにしても、これを

ほかのところももし作文に書いてたら点数は変わってくるわけでしょ。だから、そういう

やり方がどうなのかなというのが私の疑問なんです。私はプロポーザルという方式に対し

ては、尐し疑問を持っております。 

 １回目、一昨年に行ったこの道の駅の指定管理者の入札では金額を入れました。今回は

上限が１，５００万円ということで、金額も大きいですけども大分違った形になっており

ます。どうもこのプロポーザルでやるんであれば、その前、説明の段階で雇用は竹原市民

に限るんですよ、これを入れてほしいとか、その提案のあった利益が出たときには５０、

５０でやってほしいんですよということは言うべきだったんじゃないんですか。それによ

って、相当点数が変わってるんじゃないかと思うんですよ。そういうことはあり得ないで

しょうか。 

 また、レストランですけども、周辺の店とバッティングしない、それは当たり前で、か

えってバッティングしてくれたほうがいいという人もいますけども、１，５００万円もら

って店舗料も払わないで勝負するわけですから、そりゃあ勝って当たり前の店で、ほかの

店は家賃払ってやってるわけですよね。そのあたりを私は一般質問でもやりました、そこ

で店舗するもんじゃないですよと。そういうどうも竹原のほかの店に対してかなりの圧迫

感がなければいいけどなというふうな危惧を感じております。それがありませんという答

えができるんであればしてください。 

 それで、駐車場はもう尐し、竹原の人はわかるんですが、今の職員駐車場を開放してと

いうことですけども、それがもう尐し周知できるような方法をとっていただいて、尐し遠

いですけどもあそこを何とか使っていただく。職員駐車場がオープンできればアイフルの

ほうでも使えるわけですから、いろんな面で活用できていいかというふうに思ってます。 

 また、今町並み保存地区にアクセスする道路網も整備されつつありますけども、そのあ

たりのやはり駐車場の増設を考えていかないと、このレストランをやった場合にはそこに

１時間、２時間滞在するわけですから、なかなかほかのお客さんの利用が難しくなってし

まうということを考えてください。 

 最後に、竹原の水ですけども、これはもともと竹原の安全でおいしい水というＰＲのも
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とにつくったものです。ぜひいまだ実現されておりませんけども、これをできれば竹原じ

ゅうのお店に置いて、それが公共に置く必要があるのかどうかはよくわかりません。以前

は直営なら置けますという話でした、そして置いてくださいということになりました。公

共なら置けますというと話が変わってきました。それならば、どこの店にでも置くべきで

はないでしょうか、答弁をお願いします。 

議長（脇本茂紀君） 産業振興課長、答弁。 

産業振興課長（中川隆二君） まず、プロポーザルの手法についての御質問ですが、前回

の不調になりました指定管理者の公募、これにつきましても同様にプロポーザル方式とい

うことでやっておりますので、今回についても同じプロポーザル、いわゆる企画提案によ

る評価ということでございますので、その中には収支計画書という中で予算、指定管理料

も含めた予算を提示していただくということでは同様でございますので、そのように御理

解をいただきたいというふうに思います。 

 それから、レストランが民業を圧迫しているかどうかという御質問ですが、これについ

ては繰り返しになりますけども、今回直営での運営になったことで一定には周辺の業者さ

んへの配慮によりましてこういう形態をとったということで、これについても御理解をい

ただきたいというふうに思います。 

 それから、駐車場の件につきましては、これについては土日については交通警備員を配

置をしまして誘導に配慮をしているところでございますけども、これについてはすべての

終日そういう警備員を配置するということになりますと、人と物、人、物、金というよう

なことで経費のほうにも影響してまいりますので、これについては今後指定管理者が指定

をいただきましたら指定管理者のほうとも協議をしながら進めてまいりたいというふうに

思います。 

 それから、水の点については、ちょっと私のほうからは答弁を控えさせていただきたい

と思います。 

議長（脇本茂紀君） 水道課長、答弁。 

水道課長（前本憲男君） 道の駅における竹原市のおいしい水の販売でございますが、水

道課といたしましては、道の駅のほうの観光客に対しての竹原のおいしい水をＰＲすると

いうことで現在道の駅のほうに置かせていただいておりまして、今後も引き続き指定管理

者になった場合でも引き続き置かせていただくように今後は、きょう議決いただきました

ら話を進めていきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 
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議長（脇本茂紀君） ５番。 

５番（大川弘雄君） 最後ですね。 

 そのプロポーザルというのは理解できてるんですけども、例えばフランス料理をぜひ続

けていただきたいという提案はしましたよね。それならば、雇用も竹原市民でお願いでき

ませんかとか、初めて提案のあった利益があったときには５０対５０でやっていただけれ

ば助かりますといった細かい説明をした上でのプロポーザルをすれば点数が変わったんで

はないですかと言ってるんでしょ。これは、すごい点数の得点になるんじゃないですか。

利益が出たときに５０対５０で配分しますって、僕初めて聞きましたよ、こんなやり方。

こんな解決策というか、すばらしいことを考えていただける業者ですからすばらしい業者

だと思いますけども、こういうものを次からはぜひ提案していただいて、プロポーザル方

式、こういう指定管理者をやったときに利益が出たら５０、５０で配分できるっていった

ら、そら皆さん変わってきますよ。どちらかというと１，５００万円を突っ込んでお金も

うけをしていただくためにやるんですよねっていうふうな感覚の人もかなりおられますの

で、そのあたりはぜひプロポーザルを説明するときに、この事業を説明するときにプロポ

ーザル方式ですからこういうことをぜひ検討していただきたいという旨を詳細説明をする

べきではないですか。それによって点数が変わってくるでしょう。この業者は、過去もこ

のようなことをされて、作文は大変上手なんだと思います。それができるかどうかは、ぜ

ひやっていただきたいと思っておりますけども、その作文によって点数が変わってくるん

ですから、尐し詳細の説明が甘かったんではないかというふうに感じます。 

 また、その周辺の民間を圧迫しないとか思ってるそうですけども、これはだれが考えて

も圧迫しますよ。そのあたりを、じゃあそれはどのような対策をとるかということは今か

らまた考えていかないといけないと思いますけども、それで競争をすればいいんですとい

うような甘いもんじゃないですよ。１，５００万円もらってやるほうが有利に決まってま

すよ、そりゃあ。ほかの人は家賃払ってるんですから。そのあたりの考え方が尐しどうか

なというふうに思ってます。 

 次回からの指定管理者制度においてプロポーザル方式を採用するときには、ぜひこの雇

用のことと利益が出たときには５０、５０にする、このようなことを希望提案していただ

いてやっていただければ、また業者の選定の方法、仕方も変わってくるんじゃないかと思

います。よろしくお願いします。 

 要は、最後の質問は、説明不足によってこの指定管理者となられた業者が変わった可能
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性があるのかないのかというところをお聞きして最後にします。 

議長（脇本茂紀君） 産業振興課長、答弁。 

産業振興課長（中川隆二君） プロポーザル方式の御質問でございますけども、今回地元

雇用も含めまして、業務仕様書、募集要項また現場説明会等ではそういう地元雇用に配慮

するようにということで御説明をお願いをしております。 

 プロポーザル方式、繰り返しになりますが、企画内容の提案になりますので、どこまで

詳しく仕様書をつくるか。逆に詳しく書き過ぎると差が出ないというようなデメリットも

ございますので、今回につきましては、議員の御提言のことも踏まえまして次回の仕様書

に反映をさせていきたいというふうに思いますので、御理解のほどよろしくお願いしま

す。 

議長（脇本茂紀君） ３番。 

３番（井上美津子君） 私は、昨年一般質問の中で道の駅のことを質問させていただきま

したので、その関係上、利用者の立場としてお聞きいたします。 

 仕様書の中に、店内陳列品の管理に注意し、来店者の購買意欲を促進する配置に努める

とあります。また、その下のほうに、地元生産者や商業者等の既存出品者がしやすい環境

に努めること、そのまた下に、現在出品登録してある出品者が引き続き出品できるよう配

慮することとありますけども、この指定管理者になった場合、どういうふうに変わるか。

配慮をするということですから、余り変わらないということではあると思うんですけど

も、どういうところが変わっていくかというのを教えてください。 

議長（脇本茂紀君） 産業振興課長、答弁。 

産業振興課長（中川隆二君） 失礼します。 

 業務仕様書に基づく今後指定管理者に変わった場合の変更点ということでございますけ

ども、まず今現在御提案いただいてる内容につきましては、現在出品者が委託販売方式と

いうことで、売り上げの１５％から２０％を道の駅に納めまして、残りを出品者側が毎月

月末、月締めで精算をするというような販売方式をとっておりまして、この率、またそう

いう手数料率等も含めて、これについては現行を維持するというようなことで御提案をい

ただいております。 

 それから、売り場の管理につきましては、これまでオープン以来レイアウト変更等も余

りなされていないというようなことで、これについては我々としても課題ということで認

識をしております。そういう部分につきましては、各コーナーの区画整理であるとか売り
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場の清潔確保、またその関連した朝市の定期的な開催等今回御提案をいただいております

ので、そういう部分では一定に職員の研修も含めましてこちらの事業者のほうがマネジメ

ントといいますか、総合的な管理をしていくというふうに考えております。 

 以上でございます。 

議長（脇本茂紀君） ３番。 

３番（井上美津子君） レイアウトが変わっていくということで、やっぱり買いやすく、

商品がわかりやすく買いやすいというメリットは多分あると思います。 

 やはり今は珍しいということで来店者っていうんですかね、がふえてるとは思うんです

けども、今後その来店者がある程度のところに達するとやっぱり減尐していくという傾向

があると思います。それに対して、やはりイベントを企画し、また開催していくというと

ころで、この指定管理者の方に関してはどういうふうなことをやるというふうに言ってお

られるのでしょうか、教えてください。 

議長（脇本茂紀君） 産業振興課長、答弁。 

産業振興課長（中川隆二君） まず、集客減に伴う提案内容ということでございますけど

も、まず情報発信ということで、このグループ企業も含めましてそういう自社グループで

の食材等の紹介であるとか、その食材を活用していきたいと。また、そういうオリジナル

の商品についても開発をしていきたいというようなことも提案をいただいております。 

 それから、同じく情報発信に関することで申しますと、インターネットを活用して２４

時間体制の要望を受け付けるとか、そういうリピーターを確保するための提案もなされて

おります。それから、先ほど申しましたような朝市のような定期的な実施、それから実際

に現在実績があるということでカルチャークラブといいますか、文化講座などを開催をし

ながら、それでリピーターをふやしていくというような御提案もいただいているところで

ございます。 

 以上でございます。 

議長（脇本茂紀君） ３番。 

３番（井上美津子君） ありがとうございます。 

 やはりリピーターがふえるということは交流人口がふえるということで、竹原も活性が

できるんじゃないかと思います。それに、このたび一般質問の中にも同僚議員が言ってお

られましたけども、東北の産品をこちらのほうでイベントとして販売をするという、やは

りそういうところもあわせてお願いをしておきたいと思います。 
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 以上です。 

議長（脇本茂紀君） ７番。 

７番（宮原忠行君） 長くなっておりますんで、手短に質問させていただきたいと思いま

す。 

 ここ最近、道の駅に関しましては、とりわけこの季節的な気候がいいというようなこと

もあってのことだろうと思うんですけれども、大根にせえ、白菜にせえ、非常に大きなも

の、あるいはキャベツですね、非常に大きなものが非常に安く手に入るということで、非

常に評判が高まってきておるといいますかね、ここんとこ急速に。レストランのほうも、

夜間のほうは別にしましても昼のほうはかなり市民の間にも浸透していて、そこそこ、そ

こそこと言うとおかしいですけれども、経営的にはかなり明るくなってきておるんじゃな

いかと、こういうふうに考えておるわけですね。 

 それで、私委員会でも申し上げましたんですけれども、一番地元の資本あるいは人、あ

るいは材料といいますか、これが一番うまく機能して、それが循環拡大していけば一番い

いわけですけれども、しかし残念ながら経済的に低迷をしてくるとなかなかそこのところ

が地元の力だけでは経済の活性化とかまちづくりということがなかなか困難な中で、よく

言われるのが若者、よそ者、ばか者とこう言われるわけですね。こういうことも委員会の

中で言わせていただきました。 

 それで、私ここでちょっと確認させていただきたいんですけれども、担当課長のほうか

らもございました。また、吉田議員のほうからも指摘がありました。結局８社が市内の企

業、市内の関係者が８社集まって、それに最終的な応募にこたえていただけなかったとい

うか、私はある意味で言えばここに竹原市の経済の低迷の問題もあるのかなと言えば、あ

る意味やはり新しい世界に挑戦をしていくという意欲とか、これはもう商売の世界ですか

らこれは市長のほうはよく御存じだろうと思いますけれども、やはりそういうチャレンジ

精神とか闘争心とか、いろいろないといけんわけですよね。そうしたものが新しい竹原市

の経済を活気づけていくわけですよ。それで、いろいろ言われますけれども、確かに公の

施設であることは間違いございませんが、道の駅といい、結局は地産地消とかいろいろ言

葉は言っておりますけれども、地域経済の活性化ですよ。やはりこれをしていくには、私

はやはり民の力をかりるほうがはるかにいいんだろうと、こういうふうに考えます。 

 しかし、ここで問題になった８社が応募しながら最終的に、その説明会へ来ながら応募

していただけなかったこの現実というものをやはり私は深刻に受けとめる必要があるだろ
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うと思うんですよ。市長もそのもともとの母体で言えば商工会議所の副会頭をやられて市

長のほうへなられたわけですよね。そうすると、そこにやはり竹原市の経済界とか商工業

界の課題があるわけですよ。これに対してのやっぱりこれからどうしていくんかというこ

とも私はやっぱり考えていただかなきゃいけんということと、それでもう尐し竹原の町並

みで言いますと、私が昭和５５年ですから市役所入ったのが、翌年だったと思うんですよ

ね、あの町並みの指定を受けたのがね。そのときもいろいろあったんですよ、じゃあどう

すべえやというようなことでね。あの町並みという歴史的遺産とか資源というものを生か

してどういうまちづくりをしていくんか、地域経済の活性化を図っていくんかということ

でいろいろ議論はありましたけれども、結局のところはその当時は掛町商店街にゆだねた

んですね。それで、道の駅ができるまでは、観光センターも含めてずっと掛町商店街の皆

さんにその役割を担わせてきたわけですよ。そうしますと、やはり先ほどの問題点と含め

て、掛町商店街を初めとした、これまでの道の駅ができるまで町並みを生かした、ある意

味まちづくりへ協力をしてこられた方に協働のまちづくりという視点、あるいは地域経済

再生という観点からこれからどういうふうに取り組んでいかれるんか、そのお考えという

ものをお聞きしたいと思いますんで、よろしくお願いしたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 産業振興課長、答弁。 

産業振興課長（中川隆二君） 先ほどの吉田議員との御質問に重複するかと思いますけど

も、今後例えば３年後、４年後の体制という御質問かと思いますけども、御指摘のとおり

だというふうに認識しております。 

 実際には、先ほど副市長も申しましたように、我々としてはオール竹原というのが目標

としてはございますので、そういう点では今回地元が８社説明会に御参加いただいた中で

御応募できなかったというのは非常に残念な結果ということで、一団体といいますか、一

社一社そのものでは確かに申請が難しいということであれば、今回も申請のほうでは可能

としておりましたいわゆる企業連合というような形ででも提案がしていただけるような形

について研究してまいりたいというふうに思っておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

議長（脇本茂紀君） ７番。 

７番（宮原忠行君） あと一回で終わりますんで。 

 私が言いたいのは、私は結局今の恐らく今回の結論を受け入れざるを得んと思うんです

よ。それで、もう成功する以外ないんですよ。３年間ですよ、もし赤字になって低迷をす
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るということになりゃあ、とてもじゃないけど次の展開というのは厳しいですよ。恐ら

く、今度の受託会社のほうに指定管理者のほうで頑張っていただいて、例えば道の駅があ

ふれる、あるいは町並みの観光客があふれる、もっと言えば「たまゆら」効果ですよ。

「たまゆら」効果で駅前商店街のえびすまつりなんかも流れてきとるわけですからね。あ

る意味で言やあ、道の駅をあふれさせることによって周辺へどういうふうに波及効果をし

ていくというか、こういったことを考えなきゃならんわけですから。それで、一度失敗す

るとそれ以上のものを呼ぶというんは、これはなかなか大変なことですよ。恐らく至難の

わざと言ってもいいでしょうね。ですから、私はこれは不退転の決意を持って成功させて

いただかなきゃならんと思っとるんですよ。 

 しかし、その一方において、今回の指定管理者の選定をめぐって起きたところのまさに

竹原市の商業者等が抱えておる、その問題をどのように整理をして、整理をしてですよ、

新しい時代の新しい苦しい困難な状況よね、それへ打ち勝っていくだけのチャレンジ精神

とか経営革新というものをどう植えつけていくんか、植えつけていくというたら生意気な

言い方かもわかりませんけども、それに挑戦をしていただける経済的な土壌というものを

どうつくり上げるかということは、これはやはり大事なことじゃろうと思うんですよ。 

 しょせん道の駅だけで竹原市の経済の浮揚力を図るわけにはいかんわけですから、この

道の駅を外部からの経営手腕とかノウハウとか、あるいは経営努力を見習っていただい

て、それが全体として波及効果をして浮上していくような、そういうふうな刺激効果とい

うものを持っていただかなきゃならんわけですから。ですから、不退転の決意なんだろう

と思うんですね。 

 そうした意味で、やはりここは、ここはやはりトップの責任者として市長のその不退転

の決意というものをぜひとも、タネットでも続いとるわけですから、それを示していただ

きたいと思いますんで、よろしくお願いします。 

 以上でもって終わります。答弁いただいて。 

議長（脇本茂紀君） 市長、答弁。 

市長（小坂政司君） 道の駅につきまして皆様方の御意見をいただいております。各議員

の皆様方の意見は、皆すべて正しい部分もたくさんあったように思っております。 

 ただ、その正しい中、あるいはデメリット、メリット、多々あるわけなんですけども、

先ほど海士町の話が出まして、よそ者、若者、ばか者と、やはり意欲のある方々、そして

よそ者も地元の人も一緒になって今回はこの道の駅は地域振興ということの中で、この指
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定管理になられた企業の方にぜひ頑張っていただきたいというふうに思いますし、この３

年間がしっかりとした経営母体の中で、その利益を生むだけではなくて、やはり竹原の情

報発信基地となることは今回の企業、指定業者の方はよくわかっておられるわけでござい

まして、この道の駅、中国地方９０カ所あるわけですけども、成功しとるところと失敗し

とるところがあります。失敗したところは、今言ったように再起がなかなか倍の努力が要

るということなわけでございますので、この３年間はその指定業者の方々にはぜひそうい

った重い責任を持ってやっていただきたいと思いますし、我々も行政としてできることに

は御支援もし、ただ資本主義社会でございますので、プロポーザルでお約束していただい

たことは確実に守っていただくよう、我々はそういった意味で運営をしていただくことを

きっちり約束をしていただきたいというふうに思っております。ぜひ御理解のほどよろし

くお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 １１番。 

１１番（松本 進君） 私は、この議案に反対をしたいと思います。 

 先ほど質疑の中でも申し上げましたが、まず第１点に公共施設の管理運営が指定管理者

でよいのかどうか率直に指摘して、現在竹原市が行っている指定管理者制度の問題点を指

摘いたしました。これが、全く改善されないままに公共施設指定管理という今回の提案に

は、私は大きな問題があるというふうに考えることが第１点であります。 

 ２つ目には、この公共施設、道の駅、こういった巨額な税金が投入された施設での収益

のあり方についてであります。 

 住民の福祉公共施設でありますから、住民の福祉向上、ここが最大の目的であります。

収益の５０％が民間事業者に渡るということがこの制度の問題であります。さらに、赤字

のときにはどうなのかということも質問しました。指定管理料が１，５００万円、これが

上限とすれば、赤字のときは撤退するか利用料金を上げるか、この二者択一しかありませ

ん。これを考えたときに、公共施設の管理として住民福祉の向上という点から適切な管理

とはとてもじゃないが言えないと私は明言しておきたいと思います。 

 ３点として、私は指定管理の問題はいろいろ先ほど指摘しました。これだけの巨額の公

共事業で地元の関係者、業者がこの運営を請け負うことができない、仕事をすることがで

きない、これはだれがどう考えても多くの市民の願いを裏切ることになるということを率
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直に指摘しておきたいと思います。本来なら、２階、３階部門は目的に沿って市がきちっ

と管理すべきであります。運営すべきであります。１階の物品販売、いろいろ新しい事業

の展開については、地域の地産地消といいますか、地域の関係者の協力あってこそ初めて

地域の振興につながる。これは、だれが考えても地域の力をくみ上げないで外部からこれ

を任せて、私は決していいことができるはずがない。地元のことを考えるならば地産地

消、地元の関係者の協力、これを大前提にした業務委託等管理運営は十分可能だというこ

とを改めて指摘しておきたいと。 

 以上でこの議案の反対討論といたします。 

議長（脇本茂紀君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決いたします。 

 本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（脇本茂紀君） 起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第６ 

議長（脇本茂紀君） 日程第６、議案第４９号市道路線の認定についてを議題といたしま

す。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（脇本茂紀君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第４９号市道路線の認定について、提案の理由を御説明申し上

げます。 

 本案は、道路法第８条第２項の規定により、市道路線を認定することについて議会の議

決を求めるものであります。 

 今回認定する路線は、旧国道４３２号の引き継ぎにより整備する道路１路線、県道上三

永竹原線の道路改良工事により整備する道路５路線であります。 

 何とぞ慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（脇本茂紀君） これより質疑に入ります。 

 １４番。 
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１４番（小坂智徳君） まず、市道の認定でございます。 

 蕨山線につきまして、担当課のほうにお尋ねをさせていただきたいと思います。 

 私の理解では、今回県のほうから長さ１１５メートル、幅員が約８メートルから９メー

トルの道路を市のほうにいわゆる権限移譲のような形で移譲をしよう、こういった理解を

持っておるわけでございます。 

 しかし、これをひもといてみますと、約２０年前からこういった状態で道路を県のほう

が管理をしておったわけでございます。しかし、この形態を知っていらっしゃる北部の方

はわかろうと思うんですが、いわゆるどん突き、行きどまりである、段差がある、こうい

ったことでございます。そういったとき、約２０年前は当時の竹下知事等々が空港あるい

は山陽道、そして広島市内へ１時間で行けるような、こういった交通体系の整備、こうい

ったことでこの新庄交差点の改良ができた。また、当時の道路法等々で交差点を大きく、

あるいは歩道等々を大きく、こういったことでこの交差点ができて不要な道路になった、

このような認識を持っておるわけでございます。 

 そういったとき、現在までじゃあどのような状態かと言いますと、議長にお許しをいた

だきまして、写真を撮影をしておるわけでございますが、これはこちらのほうはいわゆる

保育所のほうで種田山頭火の曼珠沙華の碑があるとこです。これがどん突きでございま

す。戸口のほうはお店、そして真ん中もある商業を営んでいらっしゃる。これは、いわゆ

る日本でいう二大メーカーの関連の自動車産業の関連の会社でございます。 

 しかし、何十年もこういった５台、６台、違法駐車、こういったことでございます。こ

れは、私自身は今まで県のほうがなぜいろんな措置、勧告、是正あるいは土地の規制等々

をしなかったのか、こういった疑問点がある。そして、今になってなぜ市のほうを思い出

したように２０年余りをたって市のほうに面倒を見ていただきたい、これは私は不条理で

はなかろうか、このような思いがするわけでございます。 

 こういった点につきまして、まず担当課のほうが今までの現状といったものは県のほう

からどういった状況で引き継ぎ、あるいは条件等々を示していただいて今回の上程になっ

たのか、こういったこともまず１点目にお尋ねをしたい。 

 そして、くしくもきのうの８番議員の片山議員の市長の御答弁の中では、市道のあり方

というものは安全性が確保され、主要道路から生活道に至る一体的な道路、ネットワー

ク、こういったものを目的とする、こういった答弁の内容の答弁書がございました。これ

からいうと、今言いましたようなこの２７０坪余りある土地を県のほうは例えばこの３者
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に安く分けるから買っていただけないか、あるいはもう一方では、広島の平和公園等々に

あるような路上パーキング方式で貸すとか、あるいはそういった利便性を図るために月決

め駐車場、８メートルから９メートルあるわけですから道路法には抵触をしない取り方が

私はできるんではないかと思います。また、もう一方では、ここは国道２号線あるいは空

港あるいは広島へ行く結束点の重要な地点でございまして、いろんな地域の方が知り合い

の広い土地をお持ちのとこへ車を置かせていただいてかぐや姫あるいは空港等々へいろい

ろと行っておられる状態。じゃあ、そういったときにそういった利便性を図るようなそう

いった措置も必要ではないか、このような思いを持っておるわけでございます。 

 ですから、もう一度繰り返しますと、そういった経緯等々を県からよく申し送りをして

いただいて理解をして今回のこの上程になったのか、この蕨山線につきましてはあと御答

弁をいただきたいと思います。 

 また次に、仁賀ダム湖の３号線でございます。これは、いわゆる橋から集団移転地ある

いは芸陽バスの車庫のほう、これが１，８００メートル、幅員４メートルでございます。

これは、いろんな仁賀ダム建設時にいろいろと要望等々があって、ここは恐らく頻繁には

使うような道路ではない、こういった思いがするわけでございます。 

 しかし、今から完成をいたしまして引き渡しをいただきましたら、この仁賀ダムのいろ

んな地域振興策の中で仁賀住民の方々がいろんなイベントあるいはいろんな催し、こうい

ったことも考えておられるんではないかと思います。 

 ただ、端的に市民的な立場からいうと、じゃあ果たしてこの道は夜間は通行ができるん

だろうか、あるいは暴走族のいろんなレース場になるんではなかろうか、あるいは犯罪の

温床になるんではなかろうか。ガードレールは１，８００メートル、例えばメートル２万

円だったら３，０００万円、４，０００万円かかるわけでございます。そういった安全対

策等々を講じていただいて県から市のほうにいただくのか、この点につきましても御答弁

をいただきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 建設課長、答弁。 

建設課長（大田哲也君） 蕨山線についての御質問でございますが、この路線は国道の２

号線と国道４３２号の交差するのことでございまして、これの交差点改良によりまして旧

道の国道４３２号、これが現在国道の機能がなくなり、地域の生活道路として現在使用さ

れている現状でございます。 

 こちら、２０年たった今どうしてかという御質問でございますが、こちら現在県との連
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絡調整会議、この中で広島県内にはこういった道路改良に伴う旧道を整理するという事務

手続が今なされているところでございます。今回、県のほうからそういう引き渡しの申し

出がございまして、市のほうとしては現在生活道でもあります、またこの路線の地下には

国道２号線の南側にあります賀茂川中学校、椋原、片山谷といった地域への給水を行う配

水管も設置しております。そういうことから、県のほうからの申し出におきまして、市が

現在受け取る予定にしているところでございます。 

 また、ここを２番目の駐車場、パーキング、広島平和公園のような駐車場にできないか

ということでございますが、先ほどの生活のライフラインであります水道管、またここに

は消火栓も設置しておりまして、地域の安全・安心の面からも市道として管理するという

ことにいたしております。 

 また、３番目の仁賀ダムの３号線、こちらについては現在仁賀ダムの機能補償道路とし

て整備をしておりますが、ガードレール、また舗装については県のほうで行っていただ

き、またダム湖の周辺ということで修景施設、修景スポットもつくっていただき、また

桜、紅葉といった植栽もしていただくように話を進めているところでございます。 

 以上でございます。 

議長（脇本茂紀君） １４番。 

１４番（小坂智徳君） 仁賀ダムの３号線につきましては、一定の了としたいと思いま

す。 

 まず、蕨山線、これにつきましてはまだまだ聞きたいことがたくさんあるわけでござい

ます。最終的には、あそこは道路が通り抜けることによっていろんな交通事故あるいは交

差点が複雑になる、こういったことでこれからもそのまま高さ５０センチ余りの行きどま

り方式、また歩道へは何とか通れる、こういった御理解でいいのかということがまず１

点。 

 そして、私はもう一点言いたいのは、このお店の前から次の河内方面の交差点まで約３

００メートル余り、当時の竹原市そのものが空港関連で歩道等々のいろんな強い要望をし

なかったためにすごく狭いわけなんですね。そういった中、通学路等々、いろいろと３年

前からこの地元の皆さん方は要望をされていらっしゃる。しかし、県は都合がいいときは

この道路を取っていただきたい。そういった要望等は依然として解消していない。そうい

った進捗状況等々があれば、私は住民の方々は大変いろんな意味で不満も持っていらっし

ゃるんではないか、こういった思いもするわけでございます。この点につきまして、御答
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弁をいただきたい。 

 また、課長が今答弁されたのは、いろんな水道とかいろんな分があるからなかなか駐車

場方式等々は難しいという、これはある一定の理解をいたしました。しかし、先ほど写真

を見せましたこの会社というのは、私は追及型ではないですが、一つも敵がい心もこの会

社にはないですが、きのうからもう全然とめとってないんですよね。これはだれか県がき

ょうあれするからと言ったんではなかろうか、私はこういう精神が私はいかがなもんかの

という思いがするわけでございます。 

 ですから、このいろんな利便性等々考えれば、どういった方法でこの３つの会社、ある

いは２つの商店等々に配慮をするのか、そういったことも整理をしなくては、他の住民の

方々もこの３社に対してはいろんな思惑で住民トラブルの種になるんではないか、こうい

った思いもするわけでございます。そういったことで、駐禁方式にするのか、駐車禁止に

するのか、そういったお考えがあればあわせて御答弁をいただきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 建設産業部長、答弁。 

建設産業部長（柏本浩明君） 蕨山線をどのように引き継ぐのかということにつきまして

は、道路法による引き継ぎでございますけれども、これは要らんようになったんじゃけ

ん、まあ無理やり市のほうへ引き継げやというようなことでなしに、一応は道路法の９３

条に基づいた引き継ぎということでございまして、市といたしましても現在の写真、先ほ

どの写真のような状況もありますことも受けまして、市としても県のほうへ舗装とか側溝

の清掃とか看板、交通安全対策等々についてお願いをいたしまして、最近見られたときに

車がとまってなかったというのはようやく工事に入っていただいたというような状況であ

りますので、これからも交通安全等については警察署のほうとも相談しながら標識等の設

置については要望してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いします。 

 それと、４３２号の歩道の件でございますが、これはいろいろな地元の要望とか市長初

めとして県のほうにも要望いたしまして、今回今現在は図面ができておりまして、来年度

には工事に着工していただけるというような話を聞いておりますので、よろしくお願いい

たします。 

議長（脇本茂紀君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（脇本茂紀君） これをもって討論を終結いたします。 
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 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（脇本茂紀君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第７ 

議長（脇本茂紀君） 日程第７、議案第５０号竹原市暴力団排除条例案を議題といたしま

す。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（脇本茂紀君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第５０号竹原市暴力団排除条例案について、提案の理由を御説

明申し上げます。 

 本案は、暴力団が市民の生活や事業者の事業活動等に脅威を与えている現状にかんが

み、竹原市からの暴力団の排除に関し、基本理念、基本的施策などを定め、暴力団の排除

を推進しようとするものであります。 

 条例案の内容につきましては、暴力団が市民の安全で平穏な生活及び社会経済活動の健

全な発展に悪影響を及ぼす存在であることを市、市民等及び関係機関等がともに認識し、

相互に緊密な連携のもとで一体となり、暴力団を恐れないこと、暴力団に対して資金を提

供しないこと及び暴力団を利用しないことを基本として暴力排除活動を推進することを理

念とし、市や市民等の役割を定めるとともに、市の事務及び事業における措置、利益供与

等の禁止、契約時における措置など、暴力排除活動を推進する上において必要な事項を定

めるものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（脇本茂紀君） これより質疑に入ります。 

 １番。 

１番（山元経穂君） 竹原市暴力団排除条例、暴排条例ですか、略して、で何点かお伺い

いたしたいと思います。 
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 今、全国の自治体で制定、施行が進んでいるこの暴力団排除条例ですが、広島県におい

ても、本県においても本年の４月１日より施行され、県民に条例を守る義務が課されてい

ますが、当初は市民の方から暴排条例に関してほとんど尋ねられることがなかったように

思います。それが変わる契機となったのは、マスコミでも大きく取り上げられた本年８月

の有名芸能人の引退にあったと思います。以後、市民の方からも暴排条例という言葉をよ

く聞くようになりました。 

 今議会において上程されている本市の暴排条例ですが、第５条において暴力団員と不適

切な関係という文言があります。不適切な関係にある人のことを暴力団関係者または密接

交際者と表現されるのでしょうが、例えば暴力団員と交際されているとうわさされてい

る、また暴力団員と一緒に写真に写ったことがあるなど、一見すると不適切な関係とみな

されそうな例もそれだけをもって暴力団関係者とみなさないと警視庁も否定しています。 

 しかし、たまたま知らない間に暴力団員、関係者と居合わせた、またたまたま仲よくな

った人が団員、暴力団員、関係者だったなど、そういうときに暴力団関係者に認定される

のではないかと市民の方も不安なのではないかと私は考えます。 

 そこで、例えを挙げてお伺いいたしますが、本条例第８条、何人も情を知って暴力団も

しくは暴力団員等またはこれらの者が指定した者に対し暴力団の活動を助長し、または暴

力団の運営に資することとなる金品、その他の財産上の利益の供与をしてはならないとあ

ります。何人も情を知っての情といえば、情けではなく実情という意味であると思います

が、例えば暴力団の事務所に配達業者が物品を配達した場合、同８条にある利益の供与ま

た同５条２項の暴力団を利することとして条例違反とされるのでしょうか。お答えをお願

いいたします。 

議長（脇本茂紀君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） ただいまの質問でございますけども、例を挙げての

質問で、第８条とまた５条の２項についてのことであります。 

 まず、第８条につきましては、８条の趣旨につきましては、市民が暴力団もしくは暴力

団員等に対して暴力団の活動資金となり得る金品等の利益の提供を行ってはならないこと

ということを規定したものでありまして、具体的な例につきましては通常の業務というこ

とと考えておりますが、先ほど言われました個別の具体的な例につきましては、事情事情

によっては違うと思いますけども、先ほどの部分については通常の業務ということで違反

しないということでございます。 
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議長（脇本茂紀君） １番。 

１番（山元経穂君） よくわかりました。ありがとうございます。 

 例を出してですが、なぜこのようなことをお尋ねするのかということなんですが、市民

の方、今の例えではないですけど、商売をされている方、特に気になるんじゃないか、不

安なんじゃないかと私は考えるからお聞きしました。また、今議会前の民生産業委員会を

傍聴するに当たり、本条例の事前説明を理事者のほうが行ったことに対して、委員の方か

らも不適切な関係に対してわかりにくいという声が多かったと思います。 

 ですから、この条例の制定を目指すに当たり、市民の皆様に混乱がないように広くわか

りやすくお知らせしていただきたいと思います。広報たけはら、市民と議会、先ほどから

もちょっとありますが、ホームページ等々の広報でまた広く市民の方にも知っていただ

く、広報するということではあるでしょうけれど、それ以上により細かな、そしてわかり

やすい、先ほどの話ではないですが、わかりやすい事例を載せたパンフレットでも作成し

て市民の皆様にお配りして広く知っていただかなければならないと思いますが、その辺に

ついてお答えを願います。 

議長（脇本茂紀君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） 条例の周知ということであります。 

 先ほども議員からありましたように、この市民や事業者に暴力団との関係の遮断に向け

た、これは努力義務を課しとるという内容が含んでありますので、当然警察等関係機関と

の連携を図りながらホームページ、広報はもちろんのことでありますが、現在チラシを作

成し、より市民にわかりやすいような周知並びに浸透を図っていきたいと考えております

ので、よろしくお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） １番。 

１番（山元経穂君） そのようによろしくお願いいたします。 

 関係機関ですか、今お言葉にもありましたが、警察さんのことが主なところではないか

と思いますが、本条例の基本理念を記した第３条、市、市民及び関係機関等がともに認識

し、相互に緊密な連携のもとで一体となり、暴力団を恐れない３ない運動を展開していく

ということがありますが、市民の方に御理解賜らなければこの相互に緊密な連携というこ

とはまず不可能だと思います。 

 くどいようですが、どうか理事者においてはわかりやすく市民の方へ啓発に努めていた

だきたい。また、担当課の方においては、しっかりと個別事例に関して勉強していただき
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たいことをお願い申し上げておきます。 

 以上です。 

議長（脇本茂紀君） ２番。 

２番（高重洋介君） 失礼します。 

 私も尐し１番議員さんと同じような質問になるんですが、私も最近このことでよく相談

を受けます。しかし、私自身これを読んでもとても範囲が広く、グレーな部分が多いとい

いますか、なかなか説明することが難しいと思っております。したがって、私たち議員、

また担当の方々と警察の方々で勉強会などを開いていただきまして、しっかりとこの条例

を認識して、市民の皆様に説明できるようにしたいと思っております。 

 私は、これは暴力団を排除することも大事だと思いますが、市民の安全が一番に大事じ

ゃないんかなと思っております。その辺の勉強会などを開いていただくことが可能かどう

か、御答弁のほどお願いします。 

議長（脇本茂紀君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） 先ほど啓発の周知といいますか、そういう質問だっ

たろうと思います。 

 先ほども申しましたように、市民、事業者に対して、一定にホームページまた広報、チ

ラシ等によって周知を図ってまいりたいと考えておりますし、今言われた部分について、

当然個別の相談があれば窓口で担当課が説明をするということもありましょうし、いわゆ

る一部の団体といいますか、ＰＴＡとかなんとかというような部分があったら出前講座と

いいますか、そういう部分についても考えていきたいと思っておりますんで、よろしくお

願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） ２番。 

２番（高重洋介君） 私がお聞きしたのは、議員、いろんな方々の例えばわからないから

教えてほしいんだという方を集めてそういう警察の関係の方に来ていただいて、市民に対

して私たちが説明できるような勉強会を開いていただきたいというような質問です。 

 それと、私のとこによく相談というか話があるのは、先ほども言われておられたように

自営業者の方です。やっぱり自営業者の方は知らない間にそういう方々がお客さんに来て

いるとか、気づかない間にそういう関係になっているという方もおられると思います。実

際にどんな職業かと言えば、ここで余り言えないんですが、冠婚葬祭なんかでも必要なと

きがあるじゃないですか。そういうような方々の経営されてる方々とか、いろんな方々が
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そういうところに携わっております。 

 そこで、そういう方々にもいろいろと知っていただくために商工会議所などと連携をと

りまして、またそこでもそういう自営業者を集めて説明会などをしっかり開いていただき

たいと思います。あわせてお聞きします。 

議長（脇本茂紀君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） 先ほど議員さんのほうに市民からいろいろこれに関

して聞かれることが多い、それに対して市民に説明をしていく上で一定の理解をしていか

なければいけないということで、説明会といいますか、そういうものを設けるという、個

別の細々とした、マスコミでも細々としたいろんな事例があり、非常に難しい部分が当然

あります。そういう具体的な個別の部分については、また警察等と連携しながらそういう

研修といいますか、そういうものを持っていただけるよう取り組んでまいりたいと思いま

すし、事業者においても言葉で言えば社会通念上ということになるとは思うんですが、そ

ういう具体的な部分についても、先ほどと同様警察等々の連携により事業者に徹底できる

ような形で、説明できるような形でやっていきたいと思いますので、御理解のほどよろし

くお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） ２番。 

２番（高重洋介君） 最後になります。 

 先ほども言いましたように、この条例で排除することが僕は目的じゃないと思うんです

よ。やっぱり市民をしっかり守ってあげなければいけないことが大事じゃないかなと。そ

れに対して私たちも理解をして、また市民の方々も自営業をされている方々も理解してい

くことが大事なんじゃないかなと思います。 

 そして、１１月末だったと思うんですけれど、北九州で建設業の役員の方がこの条例が

もとでと思われます殺人事件、死亡されております。そういうこともありますので、十分

に市民の方の安全を確保できるような条例にしていただきたいと思います。 

 以上です。 

議長（脇本茂紀君） １４番。 

１４番（小坂智徳君） 今回私ども担当委員会以外の案件が多いもんで、再々に質疑をし

て申しわけないと思うんですが、今回の暴力団の排除条例につきましてお尋ねをしたいと

思います。 

 ある本を読んでおりましたら、早稲田大学の犯罪学の田村教授というのは、県の条例だ
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けでは市、町主体の事業をカバーすることはできない、排除に向けたきめ細かい対応をと

るためには市、町のいろんな条例の制定が必要である。今回そういった観点から条例を制

定をされたんだと思います。ただ、形だけの条例になってはいけない、県警と行政が情報

交換を連携を深めて、より一層密にすることが大切である、こういったことが書いてあっ

たある本を見たわけでございます。 

 そういった観点からいいますと、今回こうした観点からいいますと、県の条例に対して

まだきめ細かい条例をこれへ設けてあるのか。私は解読力がないもんで、もう面倒くそう

なるもんでよく解読をしなかったんですが、その点につきまして御答弁をいただきたい。 

 また、もう一方では、私の知る限りでは先例市、制定をされた江田島、東広島、大崎上

島、こういったとこの丸々ひな形をそっくりそのまま私は写していらっしゃるんではなか

ろうか、汗も何もかもかかずにそっくりそのまま、恐らくそういうことはないと思います

よ。ほぼ同じであるのか、この点につきましても御答弁をいただきたい。 

 それと、山元君あるいは高重君、同じようなことなんですが、市のほうからしたらなぜ

こういった大事な案件に対して県警のほうあるいは竹原署と一緒に市議会に対して御理解

をいただくために勉強会等々を議長を通じて開くことができなかったのか、私はこれもあ

る意味議会軽視、あるいはこの内容そのものを軽視しているんではなかろうか、このよう

な思いがするわけでございます。 

 そして、もう一点は、まあ今のことも御答弁をいただきたい、いや警察のほうは説明を

市議会のほうにも議決をいただかないといけないからより一層勉強会あるいは説明会を開

きたい、こういった打診があったのかなかったのか、あるいは行政のほうから警察のほう

に打診をしたのか、それも御答弁をいただきたい。 

 そして、今答弁をいろいろ聞きますと、いつもの答弁のとおり、ホームページとか広報

とかあるいは呼んでいただければ出前講座で。そうじゃなしに、いわゆるＱアンドＡ、い

わゆる私でもわからないし、いろんな簡単なこれはこのようになります、これはこのよう

になります、１００あっても２００あっても簡単な事例のＱアンド方式のいろんなあれが

できるんじゃないんですか。それだけでも随分助かるんではないか、このように思うわけ

でございますが、そういった点につきまして御答弁をいただきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） 竹原市の条例の制定に当たって、県の条例があって

市にどのように違うのかというような点の質問ですけども、当然先ほどからも言われてお
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りますように、竹原市から暴力団、いわゆる竹原市といいますか、社会から暴力団を排除

して住民の安全で平穏な生活を確保することを目的にしております。 

 県条例においてできない部分といいますか、それの部分について市の条例において定め

ているという部分については、祭礼に関して、お祭り等に関して定めている部分が当然あ

ります。県は県自体の主催の祭礼がございませんので、市といいますか、地域で実施され

る祭礼から暴力団を排除し、排除していくという部分について設けているものでありま

す。 

 それと、先ほどの、順番が違うんですが、ＱアンドＡにつきましては当然チラシをつく

っていく上で細々とした具体的な事例については非常に難しい部分はあるかもしれません

けども、よりわかりやすいＱアンドＡは当然つくっていって周知をしていかなくてはいけ

ないということは考えておりますので、御理解のほどお願いいたします。 

 それと、県警と連携しての勉強会等につきましても、先ほど御答弁申し上げましたよう

に、具体的な事例等についてよりわかるような勉強会について考えてまいりたいと思って

おります。 

 他市との条例につきましては、当然各市町で県条例を受けた条例をもって各市町で作成

してますので、基本的に目的が一定に同じということになれば、すべてが同じではありま

せんけども、一定にそういう方針で定められた条例でありますので、御理解のほどよろし

くお願いします。 

議長（脇本茂紀君） １４番。 

１４番（小坂智徳君） ごめんなさいね。ちょっと理解度が悪いもんで。 

 例えば雤が降りますよね、雤が。ほいで、県のほうはかっぱだけでいいですよ、それへ

まだ防護するのに竹原市が傘も差すんですか、こういう解釈でいいのかという思いがする

わけです。聞き方が本当に単純で申しわけないんですが、雤が今降っとるよ、県のほうが

かっぱだけは貸してくれた、わかりやすく言えば。市のほうはそれではまだ足らんから傘

も貸して、まだまだという意味合いのこの条例なのか、そこをわかりやすく教えていただ

きたいと思います。 

 ＱアンドＡのほうは、いろいろと見やすく、今答弁聞くとなかなか事例等々でＱアンド

Ａつくるのは難しいというような意味合いにも聞こえたような答弁なんですが、ぜひ市民

の方々というのは、あるいは先ほど２番議員が言いましたように、商業者の人はこれは抵

触するんではなかろうか、そんな危惧がたくさん私はあるんではないかと思います。 
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 また、勉強会あるいは説明、こういったことは私は反対に竹原市を、あるいは県警担当

課のほうが市のほうへ言ってくるべきではなかろうか、より理解を求めるために。そこら

が、どうも私自身は大変警察に対して御無礼な発言になるんですが、いかがなものかねと

いう思いがするもんで、ぜひ担当課のほうから、議会のほうからそういうような要望があ

った、ぜひ理解を求めるために市議会のほうにも本日議決をされてもそういう勉強会の開

催を議長を通して開いていただきたいと思います。 

 今の点につきまして、御答弁できる面は答弁をいただきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 市民生活部長、答弁。 

市民生活部長（谷岡 亨君） 県の暴力団排除条例との役割と市の今御提案をさせていた

だいておる条例案との役割の違いというようなことであったかと思うんですが、県は県民

を対象として暴力団との関係を断つという、暴力団に対しての資金を断つというふうな面

から県の条例と市の条例の趣旨そのものは同じような内容、同じ内容となっております。

県の条例では、規定できない部分については、先ほど課長のほうが御答弁申し上げました

祭礼の部分、祭りの部分でございますが、これはこの部分は先ほど小坂議員さんの言葉を

かりますと、その部分は傘がかかってないと、そのかかってない部分を市の条例のほうで

傘を開いてそこをカバーするというような形で条例はつくらせていただいて、提案させて

いただいておるものでございます。ですから、県の条例でカバーできない部分を市の条例

でカバーをしているということでございますので、そのように御理解をいただきたいと思

います。 

 それと、勉強会のお話でございますけど、これについては私どものほうも県警、警察の

ほうと密接に連携をさせていただく中で、ちょっと検討させていただきたいというふうに

思っておりますので、よろしく御理解のほどお願いいたします。 

議長（脇本茂紀君） １２番。 

１２番（吉田 基君） 補足になりますけど、何で高重さんにしてもこう言うか、警察と

私たちが一度話し合いの場をつくってもらいたいと。私たちは、大勢の人にいつもいつも

いろんなことの中の市政の議会議員として会合行ったり、またあるいは電話とかいろんな

ことでの接点が皆さん方のような立場と尐し違うんですよ。違うと思うんですよ、市長は

ほら選挙で出とんじゃけえね。だから、市長何が言いたいかというと、セーフティーネッ

トなんですよ。県は決めました、竹原市も決めました、祭りじゃ、すっぺたじゃ、いろん

なことがいっぱいあることよう知っとるわけ。あれが暴力団とちょっとかかわり合いがあ
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るなとか、それでもわからん人もいっぱいおるんよね。 

 この間防衛局長がつまらんこと言ったでしょ。わかっとったら皆事前に、いわゆる防衛

本能というのか、できるだけかかわり合いにならないように注意していくけど、問題はそ

ういうことが起きた場合に警察が私たち市民をどのように守ってくれるかという、民事不

介入じゃ、すっぺたじゃ言うてなかなか警察が私たちの言うとおりやってくれんのんよ

ね。うそじゃないから、僕何度も何度もいろんなことであるんよね。振り込みじゃあ、保

証詐欺じゃあ。あなた方はそれで済む。はあはあ、窓口で聞くだけ。我々は違うんです

よ。一つ一つ解決していかないかんの。そういう立場の差があるからじかに話をさせてく

れえと、そしてそのときのことを詰められるじゃん。それで言ようるわけよ、市長。大至

急やらないかんのんよね。おれに言わせたらよ。だから、検討するじゃ、すっぺたじゃ言

よったらいかんわいね。まあ、だらだらだらだら上司の許可もらわんと、打ち合わせして

ないと答弁ができんのもわかっとんよ。勝手にそういうことを決められん、だからなかな

か言いづらい。しかし、それはやらにゃいかんわいね。市長が先頭立ってやらにゃいかん

ぐらい。 

 これ、大したことない思うとるけど、一般市民にとったら本当にまかり間違い、これが

あるから暴力団から守ってくれるとは限らんのんよ。本当にそのことを受けとめていただ

いてやってもらいたいと。じゃけん、普通やったら市長がぱっと答弁せにゃいかんのんよ

ね、僕から言わせたら。そりゃあ当然ですと、大至急やりましょうと、そして竹原市民を

守らにゃいかん、安心・安全いうて暴力団の追放パレードのときだけで言ったんじゃだ

め。そのことを私は言いたいですね。同じことを僕らもせにゃいかんのんよね。相談来る

んだから。 

 以上、僕の質疑か質問かわからんが、答えられたら答えてもらいたいですね。ちょっと

聞きょうたらだらだらだらだら何かちょっと頭にくるんよね、私は。そんなことができん

でどうするんかいうね。さっきの指定管理者の制度と違うわいね、この問題は。 

 以上、私の質問にさせてもらいます。だれでもええけ、さっと。 

議長（脇本茂紀君） 副市長、答弁。 

副市長（三好晶伸君） 竹原市の暴力団排除条例、これは目的が市民や事業者に対して具

体的な周知徹底をしなければならない、御支援をしなければならない、当然のことであり

ます。 

 そういう中で、議会の果たす役割も当然必要でございます。そういったことで、先ほど
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来、ちょっと申し上げてはっきりしていませんでしたが、基本的には早速警察とも調整を

させていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

議長（脇本茂紀君） ７番。 

７番（宮原忠行君） 私も委員会でその説明を受けたり、あるいは若干質疑をしたんです

けれども、何せ今議会はいろいろ懸案というたらおかしいんですけど、大きな課題があっ

て、なかなか全条目を通すことができませんで、それできょうようやく昼の時間にちょっ

と目を通させていただいたんですね。 

 今いろいろ議論がありました。とりわけ、例の吉本興業のタレントにかかわっての事件

以降、東京都の暴排条例とか、それから沖縄ですね、これらがあっていろいろとテレビ報

道とかあるいは新聞報道等が出されて、それでそうした、あとは何かよくわからんよう

な、きのうの新聞ですかね、きょうの新聞ですかね、何か尾道のほうでも地元の組の関係

へ給食の業者ですかね、弁当を配達をしたと。それが県の条例に違反したんかどうかとい

うことで公表をされとるわけですよね、公表をね。 

 それで、私も各、今広島県の実は暴力団排除条例も目を通してないんで断定的には言え

んのですけど、この今提案されておる竹原市における暴力団の排除に関する条例ですよ

ね。これを見ますと、取り締まり規定とか罰則規定は一切ないんですよね。一切ないでし

ょ。それで、これを法律とか条例の性格で言うと、基本的に言うと理念法とか啓発法とか

というもんなんですよね。テレビとかなんとかいうんでおどろおどろしくされますから、

この竹原市条例に基づいて、例えばそうしたつき合いがあったとかなんとかということで

名前が公表されたりとか、例えば県警の捜索を受けたりとか、あるいは名前を公表すると

かということの規定には、根拠法にはなり得んのですよね、この竹原市における条例案は

ね。そういうことでしょ。 

 それで、私はですからそれほど心配することはないんかなという思いもしとるわけです

よ。取り締まり規定がないんですから。もっと言やあ、訓示規定、訓示法というか、訓示

条例というか、そうしたもんでしょ。もっと言やあ、まあ暴力団排除に関する宣言条例み

たいなもんですよね、わかりやすく言えばね。 

 それで、それにしても私はやはり市長さんね、これ別に答弁は市長に求めませんけれど

も、やはり私がかねてから申し上げとるように、提案をされる側の理事者の側のほうがや

っぱりそこら辺の法とかあるいは条例とかというもんに関する基本的な理解が欠けとるん

ですよ。これも総務のほうと恐らく調整はされとんじゃろう思うけれども、総務のほうに
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もそうした法の解釈とか立法能力がないということですよ。単なる宣言法ですよ、全部読

んでみますとね。これをもって竹原警察署なり広島県警なりが、竹原市民が例えば宮原忠

行おまえあれとつき合いがあろうがということで名前を公表したりとかなんとかというこ

とに一切ならない。単なる宣言、暴力団の宣言に関する条例なんです。 

 ただ、そのことをまず前置きをして、市長さんね。読んでいただくと、例えば第４条で

すよ。市は、市民等の協力を得るとともに、県、他の市町及び関係機関等との連携を強化

し、暴力団の排除に関する施策を総合的に推進すると、こうなっとんですね。それで、第

５条におきましても、市民等は第３条に定める基本理念にのっとり、暴力団員等と不適切

な関係を持つことなく、暴力団との関係遮断を図るとともに、市が実施する暴力団の排除

に関する施策と、こうなっとんですね。今のるる議論、質疑がなされましたけれども、市

の施策に関するもんが出てきてないんですよ。本来ならば、それをある程度想定しながら

の議会に対する提案ということにならなければ、余りにも議会に対する私はどういうか、

甘く見とるというか、しょせんこのぐらいの竹原市議会と思うて出されたんかもわからん

けども、そうでしょ。今皆さん方が質疑の中で展開されたことは、市の施策としてもうあ

なた方のほうから説明があって当然のことじゃないですか。それが、県警からあったん

か、県からあったんか知りませんよ。とにかくやってくれ、しょうがないのう、いやいや

面倒くさいのにやらにゃいけんのうというて出てつくられた提案がこれで、今の質疑の中

身が全く竹原市の施策としても何ら検討してないという実態が明らかになったんじゃと、

私はこう思っとんですよ、私はね。通常、今までのいろんな条例じゃあ、要綱じゃあ、規

則じゃあ言やあ、必ず総務と、むしろ総務のほうが優越権持っとる、もっと言えば内閣に

おける法令審査権みたいなのを持ってチェックしとるはずなんですよ。ですから、ここん

ところはもうほかのところへ説明を求めて、答弁を求めてもいけませんから、そういうこ

とを踏まえて総務部長のほうの答弁をいただきたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） 総務部長、答弁。 

総務部長（今榮敏彦君） 本市におきましては、暴走族の追放にかかわる広島県の条例に

基づく条例でありますとか、その他の契約にかかわる広島県の取り組みにかかわって県内

市町がそれに呼応して取り組む諸規定等、定めているところでございます。 

 本条例につきましても、あくまでもこの制度そのものは県の条例に基づき各市町がそれ

ぞれこの県内の、広島県の条例のもとに暴排対応をしていくべく各市町がこれらに呼応し

てそれに取り組むための、議員が御指摘のように、いわゆる姿勢を示すというふうな形で
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の条例でございまして、確かに本市におきましては過去より暴力団のその排除に向けたそ

れぞれの本市の施策で言いますれば暴力団の追放集会、それで各地域におかれましてはま

ちづくり推進課のほうでは月を定めまして自動車パレードなどを実施されているところで

ございます。 

 それらを踏まえまして、竹原市においてもこれら暴力団排除に向けた取り組みを進める

べく、この条例をもとに市民一丸となって取り組むというところでございますので、その

点御理解の上、この条例の上に市民皆様、または議員、行政ともども推進してまいりたい

というふうなことで御提案を申し上げているところでございますので、ひとつ御理解のほ

どよろしくお願いします。 

議長（脇本茂紀君） ７番。 

７番（宮原忠行君） １つは、くどくは申しませんけど、やはり一つのそういう条例を出

されるわけですよね。そうしますと、通常ならば今度はその規則等もこれはつくられるか

どうか知りませんけれども、ある意味で言やあ連動したもんが出てくるわけでしょ。その

上で次の施策展開も待ってくるわね。出てきますよね、そういうことでしょう。 

 今度は、もう市民生活部長に直接お尋ねしたいんですけれども、今出されたようなこと

はやっぱりその市民の皆さんも不安に思われますよ。テレビ等が一生懸命やっております

からね。ほんなら、やっぱりいろんな面で、それではっきり言えば市民の経済生活へ深く

かかわっとることでもあるわけですよね。根をはっとるということはですよ。ですから、

そうしますと、やはり相当のなかなかその専門的な知識といいますか、法律とか条例に対

する、がない人は、ああ竹原市のこの条例でわしらひょっとしたら名前公表されたりじゃ

あどうのこうのっていろいろ心配されてのはずですよ。 

 ですから、そうしたことのＱアンドＡも含めたパンフレットといいますか、やっぱりそ

うしたものは早急に竹原警察署なり県警あたりともいろいろ個別具体的な解釈も含めてＱ

アンドＡつくっていただいて、それがパンフレットみたいなもんになるんかリーフレット

的なものになるんかわかりませんけれども、やはりそれを各家庭へ配っていただくぐらい

の、とりあえずは商工会議所等を通した商業者とか、いわゆる経済活動を行っておるとこ

ろへは早く届けていただけるような努力はしていただくべきじゃろうと思うんですよ。 

 そうしたことも踏まえて、市民生活部長の答弁いただきたいと思いますんで、よろしく

お願いします。 

議長（脇本茂紀君） 市民生活部長、答弁。 
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市民生活部長（谷岡 亨君） この条例の目的といいますか、目的は市、市民、事業者が

一体となって暴力団排除に関する取り組みを社会全体としてということでございますん

で、そういった意味からもぜひ市民あるいは事業者の皆さんに条例の趣旨等をしっかり浸

透ができるように、先ほど来お話がございますＱアンドＡといったような具体的な事例等

も織りまぜたものを、これは警察等ともしっかり連携をする中で作成をしてまいりたいと

いうふうに考えておりますので、よろしくお願いします。 

議長（脇本茂紀君） ７番。 

７番（宮原忠行君） 市民生活部長ね、ですから民生産業委員会のときでも、例えば具体

的に言えばもうすぐ吉名の１月、大きな行事となったよがんすのぉ祭りですか、これらも

あります。そうすると、祭り等にかかわった文言等もある話ですから、そうすると皆さん

やっぱりいろんな不安がありますよ。ですから、私は急いでそんなに難しいもんじゃなく

てもいいですから、そこら辺のところ尐なくてもこれに書いとる当面する祭りとか、ある

いは露店とかというようなことでも、何とかすぐにその周知徹底できるような、安心して

いただけるようなやっぱり啓発といいますか、広報活動せにゃいけんでしょ、これはね。

そういう意味ですから。 

 それで、そういうことを踏まえて、すぐに対応できるところは対応できるという答弁を

いただけりゃあありがたい思います。そうせんと、採決せにゃいけんわけじゃけえ。よろ

しくお願いします。 

議長（脇本茂紀君） 市民生活部長、答弁。 

市民生活部長（谷岡 亨君） ただいまの議員の御提案等踏まえまして、早急に対応を図

ってまいりたいと思います。 

議長（脇本茂紀君） ４番。 

４番（山村道信君） この条例、私もちらっと本当に見させていただいただけで、これだ

けでもう成立をするんかなっていうふうに思ったりするわけですけども、ここの文言の中

で暴力団関係者という文言がないんですね。私は、その暴力団関係者という文言をどっか

で何か入れたものがあってもいいんじゃないんかなと、あるいはどういうもんなのかとい

う規定、定義、こういうふうなものがあってもいいんじゃないかなと、こう思うんです

が、それに対していかがなもんでしょうか。 

議長（脇本茂紀君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） 暴力団関係者ということでありますけども、定義の



- 194 - 

中には暴力団員、いわゆる国の法に基づく規定された暴力団員、それと暴力団員等という

ことで県条例によって調査勧告し、公表される者を暴力団等ということで、そういう部分

についてが関係者という認識でおります。 

議長（脇本茂紀君） ４番。 

４番（山村道信君） ということは、一度警察でもって挙げられた人を暴力団関係者とい

うふうにとるんですか。 

議長（脇本茂紀君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） 条例に基づいて暴力団へ利益供与等を行った者の調

査し、勧告し、それによって公表される方ということであります。暴力団に対して利益供

与を行った者と、それに伴って調査勧告して公表された者ということであります。 

議長（脇本茂紀君） ４番。 

４番（山村道信君） だから、結局そういったところがちょっとあいまいになってるんで

すね。要するに第８条あるいは１０条の２、ここでただしという、要するに知らないでと

いう文言が２カ所使われております。要するに、これ知らないでそういうふうな契約解除

をする努力をしなかったら、要するにもうその人は暴力団関係者というふうになっちゃう

ということになるんですかね。例えば１０条の４に、事業者は前項に規定する事項を定め

た契約の相手が暴力団員等であることが判明したときは速やかに当該契約を解除するよう

に努めなければならないというふうにあるわけですね。 

 しかし、これを怠ってしまったと。要するに利益、暴力団ということを知りつつも、な

かなか契約解除することができなかったということもあるかと思うんですけども、そうい

ったところに対する説明なり等がちょっとこれじゃあ不十分ということにはならないかな

と思うんですが、いかがなもんでしょうか。 

議長（脇本茂紀君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） １０条につきましては、事業者が契約する場合に当

然暴力団とわかって利益供与ということ以前に知らなかったという部分も含めて、そうい

う契約書を交わす場合にそういう相手が、取引が暴力団が相手方ということがわかったら

契約を解除できるような契約の中に条項といいますか、項目を挿入して契約をする努力義

務ということで、先ほど言われましたように、現実わからなくて暴力団であってもその契

約書に暴力団の場合には契約を解除できるという項目を設けていただく措置のことであり

ますので、御理解のほどよろしくお願いします。 
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議長（脇本茂紀君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（脇本茂紀君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（脇本茂紀君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

 明１２月１６日１０時に再開することとし、本日はこれにて散会いたします。 

              午後３時４９分 散会 

 


